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尾監 第  ８１ 号 

令和元年 ８月１６日 

 

 

尾鷲市長 加藤 千速 様 

 

尾鷲市監査委員  福 本 和 行 

 

尾鷲市監査委員  内 山 將 文 

 

 

平成３０年度尾鷲市公営企業会計決算審査意見の提出について 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された平成３０年度尾

鷲市水道事業会計及び尾鷲市病院事業会計の決算を審査した結果、次のとおり

意見を提出します。 

 

ただし、令和元年６月２日までは、監査委員 小川 公明 が審査を行った

ことを申し添えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

凡 例 

 

 

１ 文中及び表中で用いる比率は、原則として小数点以下２位を切り捨てとし、

また、一人当たり単価等は原則として単位未満を切捨てとした。 

 

 

２ 構成比（％）の合計及び一部比率の合計において、１００．０になるよう

に調整をした。 

 

 

３ 表中の記号の用法は次のとおりである。 

「０．０」・・・・・・・・ 該当数値はあるが単位未満のもの。 

 「－ （ダッシュ）」・・・・ 該当数値が皆無、または該当がないもの。 

 「△」・・・・・・・・・・ 負数のもの。 

 

 

４ 文中及び表中においての百分率間、または指数間の単純差引数値はポイン

ト表示とした。 
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平成３０年度尾鷲市公営企業会計決算審査意見 

 

Ⅰ 審査の対象 

 

 

平成３０年度尾鷲市水道事業会計決算 

平成３０年度尾鷲市病院事業会計決算 

 

 

Ⅱ 審査の期間 

 

 

令和元年５月２３日から令和元年８月１６日まで 

 

 

Ⅲ 審査の方法 

 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された、決算書並びに

付属書類が関係法令に準拠して作成され、当年度の財政状態と経営実績を適正

に表示しているか否か、会計事務処理が適切であるかどうかについて審査を行

うとともに、公営企業としての経済性を発揮しているかどうか、経営の基本原

則にしたがって運営されているかを主眼とし、併せて、例月出納検査等の結果

を参考に、慎重に審査した。 

 

 

Ⅳ 審査の結果 

 

 

決算書類は関係法令に準拠して作成されており、計算計数はいずれも正確で

あることを認めた。経営状況、財政状況については次の会計別に述べるとおり

である。 
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尾 鷲 市 水 道 事 業 
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１ 業務実績 

 

平成３０年度の業務実績を前年度と比較すると、別表（１）の業務実績比較

表（３５ページ）のとおりである。当年度の給水戸数は９，３６９戸、給水人

口は１７，７６０人で、前年度に比べ１０４戸、３９３人減少している。 

また、行政区域内給水普及率は９９．９ ％で前年度と同様である。 

 

総配水量３，７８１，１１８㎥は、前年度に比べ、８４，８７１㎥（２．１％）

減少している。有収水量２，５７７，７４６㎥は、前年度に比べ 、９９，２６

９㎥（３．７％）の減少となっている。これに対し、総配水量に対する有収水

量の割合は、６８．１％となり、前年度に比べ、１．１ポイント低下している。 

 

上水道においては、配水管布設替工事として、中川地内、倉ノ谷地内、大曽

根地内、泉町地内の計４５６．５ｍが行われ、泉加圧ポンプ場加圧ポンプ取替

工事が実施されている。 

簡易水道においては、配水管布設替工事として、賀田地内、三木浦地内、古

江地内、曽根地内の計３４６．９ｍが行われ、早田地内配水管改良工事、賀田

第１（北）浄水場送水ポンプ取替工事、三木浦第１浄水場送水ポンプ取替工事

が実施されている。 

 

なお、次表の１㎥当たりの給水費用の計算方法については、公益社団法人日

本水道協会から出されている水道事業経営指標による方法に変更し、平成２６

年度分から再計算したものに改めている。 

平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度 平成２６年度

給 水 戸 数 戸 9,369 9,473 9,566 9,645 9,764

給 水 件 数 件 10,236 10,374 10,488 10,721 10,847

現 在 給 水 人 口 人 17,760 18,153 18,527 18,928 19,297

行政区域内人口 人 17,774 18,167 18,547 18,948 19,321

給 水 普 及 率 ％ 99.9 99.9 99.8 99.8 99.8

１㎥当たりの給水収益 円 183.22 183.21 184.50 183.71 184.17

１㎥当たりの給水費用 円 181.45 173.83 162.75 176.10 172.00

職 員 数 人 10 10 10 10 10

最 近 ５ 年 間 の 概 要 比 較 表

区　　　　　　　分
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需用者別 有収水量（給水量）及び収益状況 

増減（△減） 増減（△減）

上 一 般 2,126,676 △ 33,760 △ 1.5 2,160,436 △ 32,920 △ 1.5 2,193,356

水 大 口 86,149 △ 49,075 △ 36.2 135,224 △ 96,274 △ 41.5 231,498

道 計 2,212,825 △ 82,835 △ 3.6 2,295,660 △ 129,194 △ 5.3 2,424,854

364,921 △ 16,434 △ 4.3 381,355 △ 11,605 △ 2.9 392,960

2,577,746 △ 99,269 △ 3.7 2,677,015 △ 140,799 △ 4.9 2,817,814

（単位：㎥、％）需用者別  有収水量(給水量）  推移

簡 易 水 道

合 計

平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度
前 年 度 比前 年 度 比

区 分
増減率 増減率

 

 

当年度の需用者別有収水量（給水量）状況は、上記のとおり、全体で前年度

に比べ、９９，２６９㎥ （３．７％）減少している。 

その内容は、上水道一般分と簡易水道の合計が２，４９１，５９７㎥で、前

年度に比べ、５０，１９４㎥（１．９％）減少し、大口需用企業分が４９，０

７５㎥（３６．２％）減少している。 

 

増減 （△ 減） 増減 （△ 減）

上 一 般 379,890,481 △ 4,484,473 △ 1.1 384,374,954 △ 5,477,000 △ 1.4 389,851,954

水 大 口 27,090,432 △ 11,028,416 △ 28.9 38,118,848 △ 21,636,270 △ 36.2 59,755,118

道 計 406,980,913 △ 15,512,889 △ 3.6 422,493,802 △ 27,113,270 △ 6.0 449,607,072

65,328,848 △ 2,650,964 △ 3.8 67,979,812 △ 2,317,144 △ 3.2 70,296,956

472,309,761 △ 18,163,853 △ 3.7 490,473,614 △ 29,430,414 △ 5.6 519,904,028合 計

増減率
区 分

増減率

簡易 水道

（単位：円、％）需用者別  給水収益  推移

前 年 度 比 前 年 度 比
平成２８年度平成２９年度平成３０年度

 

 

当年度の需用者別給水収益状況は、上記のとおり、全体で前年度に比べ、１

８，１６３，８５３円（３．７％）減少している。 

その内容は、上水道一般分と簡易水道の合計が４４５，２１９，３２９円で、

前年度に比べ、７，１３５，４３７円（１．５％）減少し、大口需用企業分が

１１，０２８，４１６円（２８．９％）減少している。 
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有収水量及び有収率の推移 

 

 有収率と無収率の関係は、下記のとおりである。 

当年度は、６８．１％となり、前年度に比べ、１．１ポイント低下している。 

 

平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度 平成２６年度

総 配 水 量 ㎥ 3,781,118 3,865,989 4,006,219 3,910,439 4,158,961

有 収 水 量 ㎥ 2,577,746 2,677,015 2,817,814 2,780,448 2,941,942

有 収 率 ％ 68.1 69.2 70.3 71.1 70.7

無 収 率 ％ 31.9 30.8 29.7 28.9 29.3

区 分

 

 

給水人口１人当りの年間有収水量は、当年度は１４５．１㎥で、前年度に比

べ、２．３㎥減少している。 

 

平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度 平成２６年度

146.8145.1 147.4 152.0
給 水 人 口 １ 人
当りの年間有収水量

区 分

152.4㎥

 

 

なお、大口需用企業を除いた、給水人口１人当りの年間有収水量は、当年度

は１４０．２㎥で、前年度に比べ、０．２㎥増加している。 

 

平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度 平成２６年度

140.2 140.0

区 分

139.5 137.5 141.2
大口需用企業を除い
た、給水人口１人当
り の 年間 有収水量

㎥
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２ 予算の執行状況 

 

（１）収益的収入の状況 

 

 決算額は５４８，４９３，６２１円（うち仮受消費税及び地方消費税３７，

８５２，８８３円）で、予算額５４６，２８４，０００円に対して、２，２０

９，６２１円上回っており、収入率は１００．４％で、前年度に比べ、０．５

ポイント低下している。 

 なお、前年度決算額５７２，３１０，５９３円との比較では、２３，８１６，

９７２円（４．１％）の減少となっている。 

 

(37,827,968)

511,848,000 513,792,975 1,944,975 100.3

(24,915)    

34,432,000 34,700,646 268,646 100.7

4,000 0 △ 4,000 -

(37,852,883)

546,284,000 548,493,621 2,209,621 100.4

前 年 度 (39,311,986)

収 益 的 収 入 計 567,135,000 572,310,593 5,175,593 100.9

（　　　）うち、仮受消費税及び地方消費税

収 益 的 収 入 計

特 別 利 益

予 算 額 に 対 す る
増 減 ( △ 減 ）

営 業 収 益

営 業 外 収 益

収 入 率区 分 予 算 額 決 算 額

　　（単位：円、％）収　　益　　的　　収　　入
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（２）収益的支出の状況 

 

 決算額は５１９，３８５，２７１円（うち仮払消費税及び地方消費税１０，

５１３，６２１円）で、予算額５３４，８５７，０００円に対して、不用額１

５，４７１，７２９円となり、執行率は９７．１％で、前年度に比べ、０．４

ポイント低下している。 

 なお、前年度決算額５１４，９１６，５６９円との比較では、４，４６８，

７０２円（０．８％）の増加となっている。 

 

(10,490,252)

457,300,900 442,145,271 15,155,629 96.6

77,053,100 76,924,370 128,730 99.8

(23,369)

503,000 315,630 187,370 62.7

(10,513,621)

534,857,000 519,385,271 15,471,729 97.1

前 年 度 (10,409,288)

収 益 的 支 出 計 527,943,000 514,916,569 13,026,431 97.5

（　　　）うち、仮払消費税及び地方消費税

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

収 益 的 支 出 計

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率

（単位：円、％）収　　益　　的　　支　　出
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（３）資本的収入の状況 

 

決算額は１９，６１４，８４０円（うち仮受消費税及び地方消費税２４４，

０００円）で、予算額１８，０８０，０００円に対して、１，５３４，８４０

円上回っており、収入率は１０８．４％で、前年度に比べ、６．３ポイント上

昇している。 

 また、前年度決算額１８，８６９，４４０円との比較では、７４５，４００

円（３．９％）の増加となっている。 

 

(244,000)

1,760,000 3,294,000 1,534,000 187.1

1,320,000 1,320,840 840 100.0

15,000,000 15,000,000 0 100.0

(244,000)   　

18,080,000 19,614,840 1,534,840 108.4

前 年 度 (158,400)   　

資 本 的 収 入 計 18,469,000 18,869,440 400,440 102.1

（　　　）うち、仮受消費税及び地方消費税

（単位：円、％）資　　本　　的　　収　　入

資 本 的 収 入 計

予 算 額 に 対 す る
増 減 （ △ 減 ）

決 算 額

負 担 金

給 水 加 入 金

収 入 率

企 業 債

区 分 予 算 額



 １０

（４）資本的支出の状況 

 

 決算額は２６８，０４１，１６３円（うち仮払消費税及び地方消費税４，６

６５，３０６円）で、予算額２７５，１１９，０００円に対して、不用額７，

０７７，８３７円となり、執行率は９７．４％で、前年度と同様である。 

 また、前年度決算額３１４，２８３，００５円との比較では、４６，２４１，

８４２円（１４．７％）の減少となっている。 

 

(4,665,306)

70,059,000 62,981,633 0 7,077,367 89.8

205,060,000 205,059,530 0 470 99.9

(4,665,306)

275,119,000 268,041,163 0 7,077,837 97.4

前 年 度 (7,870,174)

資 本 的 支 出 計 322,398,000 314,283,005 0 8,114,995 97.4

（単位：円、％）資　　本　　的　　支　　出

区 分 予 算 額 決 算 額

資 本 的 支 出 計

（　　　）うち、仮払消費税及び地方消費税

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率
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（５）資本的収入額が資本的支出額に不足する額の補てん財源状況 

 

 資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額２４８，４２６，３２３円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４，４２１，３０６円、

当年度分損益勘定留保資金１９９，５５８，９７３円、減債積立金４４，４４

６，０４４円で補てんされている。 

 

（６）水道料金収納実績 

 

 当年度収入額は５１０，６５７，７２６円で、前年度の５２８，５０２，２

２０円に比べ、１７，８４４，４９４円（３．３％）の減少である。また、収

納率は９７．９％で、前年度の９７．８％に比べ、０．１ポイント上昇してい

る。 

 

（単位：円、％）

調 定 額 収 入 済 額 収 納 率 不納欠損 額 収 入 未 済 額

現 年 度 439,539,385 431,686,036 98.2 0 7,853,349

過 年 度 8,685,241 8,039,933 92.5 239,794 405,514

小 計 448,224,626 439,725,969 98.1 239,794 8,258,863

現 年 度 70,555,106 69,674,613 98.7 0 880,493

過 年 度 2,306,326 1,257,144 54.5 32,402 1,016,780

小 計 72,861,432 70,931,757 97.3 32,402 1,897,273

現 年 度 510,094,491 501,360,649 98.2 0 8,733,842

過 年 度 10,991,567 9,297,077 84.5 272,196 1,422,294

合 計 521,086,058 510,657,726 97.9 272,196 10,156,136

539,954,591 528,502,220 97.8 460,804 10,991,567

　　　　　（消費税を含む）

前年度

区 分

上
水
道

合
計

平成３０年度  水道料金収納実績表

簡
易
水
道

（平成３１年３月３１日現在）

 

・上水道過年度収納率は９２．５％で、前年度の８９．４％に比べ、３．１ポ

イント上昇している。 

・簡易水道過年度収納率は５４．５％で、前年度の４２．１％に比べ、１２．

４ポイント上昇している。 

・水道料金の収入未済額については、尾鷲市水道事業給水条例や給水停止規程

を適切に適用し、引き続き未収金の回収及び新たな未収金の発生防止に努め

られたい。 

 

 



 １２

（７）予算限度額に対する執行状況 

 

債務負担行為、企業債、一時借入金、たな卸資産購入限度額がそれぞれ予算

で定められており、下記のとおり執行されている。 

（単位：円）

債 務 負 担 行 為 内 容 限 度 額 平成３０年度までの執行額 余 裕 額

会計システム賃借料 7,027,000 6,612,708 414,292

水道窓口及び検針収
納業務委託料

81,422,000 65,136,960 16,285,040

水道部庁舎警備業務
委託料

860,000 413,664 446,336

自家用電気工作物保
安管理業務委託

3,392,000 1,119,744 2,272,256

水道部庁舎浄化槽保
守点検及び清掃業務

591,000 160,380 430,620

複合機賃借 1,318,000 0 1,318,000

水道窓口及び検診収
納業務委託料

89,529,000 0 89,529,000

会計システム賃借料 9,005,000 0 9,005,000

区 分 限 度 額 執 行 額 余 裕 額

企 業 債 15,000,000 15,000,000 0

一 時 借 入 金 50,000,000 0 50,000,000

(78,616)

5,000,000 1,061,322 3,938,678

（　　）うち消費税

棚 卸 資 産 購 入

 

 

また、予算において議会の議決を経なければ流用できない経費として、職員

給与費及び交際費を定めているが、次表のとおりであり、いずれも適正に執行

されている。 

（単位：円）

区　　　分 予  算  額 執　行　額 不  用  額

(23,808)

80,051,000 79,133,485 917,515

10,000 0 10,000

（　　）うち消費税、職員給与費については、通勤手当に対するものである。

職 員 給 与 費

交 　際 　費

※　職員給与費は報酬、給料、手当、法定福利費、退職給付費、賞与引当金繰入額、法定
福利費引当金繰入額、賃金である。

 



 １３

３ 経営成績 

 

当年度の総収益に対する総費用は次表のとおりである。 

 

総収益は５１０，６５７，９７８円、総費用は４８６，０４９，５５０円、

差引き２４，６０８，４２８円の純利益が発生している。 

 

（単位：円）総 収 益  ・ 総 費 用 対 照 表

合 計

営 業 外 収 益

差 引 収 支 額 （ △ 減 ）

営 業 収 益 475,965,007

34,692,971

営 業 費 用 431,655,019

総 収 益 総 費 用

44,309,988

特 別 損 失 292,261

営 業 外 費 用 54,102,270

特 別 利 益 0

510,657,978 合 計 486,049,550

△ 19,409,299

△ 292,261

24,608,428
 

 

ア 当年度の総収益を科目別に前年度と比較すると、次表のとおりである。 

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

3.6

- 00 -

-

-

0

特 別 利 益

-

3.8

3.7

0

472,309,761 92.5 490,473,614

増 減 率

比 較 増 減 （ △ 減 ）
科 目

構成比 金 額構 成 比 金 額

平 成 ２ ９ 年 度

給 水 収 益

営 業 収 益 475,965,007 93.2

受 託 工 事 収 益 0

他 会 計 負 担 金 2,978,264 0.6

－

18,179,086

18,163,853

92.7

92.0

2,869,220 0.5

0 －

494,144,093

7.3

0.0

38,876,527

109,044

0.1 0.2

0.5 3,148,886

15.5

平 成 ３ ０ 年 度

10.7

31.7

124,277801,259

0.0 215,752

金 額

0 -

12.4

5.02,436,746

0.6

2,314,698 0.5

-0

-

-

0

34,692,971

676,982

147,201

その他営業収益

4,183,556

過年度損益修正益

営 業 外 収 益

0

122,048

6.8

雑 収 益

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金 2,756,551

0

0

-

0.5

392,335

68,551

0.3

資本費繰入収益 11,825,916 2.3 15,493,460 2.9 3,667,544

長期前受金戻入 17,648,605 3.5 17,581,683 3.3 66,922

　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　益　　　比　　　較　　　表　　　　     　　　　（単位：円、％）

その他特別利益

合 計 510,657,978 100.0 533,020,620 100.0 22,362,642 4.1

23.6

 



 １４

総収益５１０，６５７，９７８円は、前年度に比べ、２２，３６２，６４２

円（４．１％）の減少となっている。これは主に、給水収益が１８，１６３，

８５３円（３．７％）と資本費繰入収益が３，６６７，５４４円（２３．６％）

減少したことなどによるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １５

平成１５年度以降について、総収益に占める割合が大きい給水収益の状況及

び有収水量は、次表指数のとおりである。 

 

平成１５年度 498,342 96.3 100.0 4,559,988 100.0

平成１６年度 434,040 95.6 87.0 4,053,284 88.8

平成１７年度 459,139 95.7 92.1 3,807,797 83.5

平成１８年度 517,714 95.2 103.8 3,660,169 80.2

平成１９年度 528,683 96.1 106.0 3,721,088 81.6

平成２０年度 490,834 96.7 98.4 3,468,267 76.0

平成2１年度 475,324 96.8 95.3 3,369,566 73.8

平成２２年度 476,568 96.8 95.6 3,370,135 73.9

平成２３年度 606,487 97.0 121.7 3,288,724 72.1

平成２４年度 579,608 97.5 116.3 3,143,061 68.9

平成２５年度 562,711 97.4 112.9 3,057,244 67.0

平成２６年度 541,837 91.1 108.7 2,941,942 64.5

平成２７年度 510,807 92.0 102.5 2,780,448 60.9

平成２８年度 519,904 92.4 104.3 2,817,814 61.7

平成２９年度 490,473 92.0 98.4 2,677,015 58.7

平成３０年度 472,309 92.5 94.7 2,577,746 56.5

区 分 給水収益（千円）
総 収 益 に 占 め
る 割 合 （ ％ ）

平 成 １ ５年 度を
１００とした指数

有 収 水 量 （ ㎥ ）
平 成 １ ５年 度を
１００とした指数

給 水 収 益 ・ 有 収 水 量 の 推 移

 

給水収益は、平成２３年度の料金改定以降は減少傾向にある。平成１５年度

を１００とすれば、当年度は９４．７であり、前年度に比べ、３．７ポイント

低下している。 

 

有収水量も減少傾向にあるが、平成１５年度を１００とすれば、当年度は５

６．５であり、前年度に比べ、２．２ポイント低下している。 

  



 １６

イ 当年度の総費用を科目別に前年度と比較すると、次表のとおりである。 

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

431,655,019 88.8 424,783,086 87.9 6,871,933 1.6

原水及び浄水費 80,334,775 16.5 77,537,614 16.0 2,797,161 3.6

配水及び給水費 45,513,172 9.4 48,480,863 10.0 △ 2,967,691 △ 6.1

受 託 工 事 費 0 － 0 - 0 －

業 務 費 40,137,527 8.2 42,904,678 8.9 △ 2,767,151 △ 6.4

総 係 費 42,247,807 8.7 42,742,605 8.9 △ 494,798 △ 1.1

減 価 償 却 費 213,857,584 44.0 209,345,692 43.3 4,511,892 2.1

資 産 減 耗 費 9,205,994 1.9 3,324,641 0.7 5,881,353 176.9

その他営業費用 358,160 0.1 446,993 0.1 △ 88,833 △ 19.8

54,102,270 11.1 58,591,645 12.1 △ 4,489,375 △ 7.6

支 払 利 息 及 び 企
業 債 取 扱 諸 費

54,102,270 11.1 58,591,645 12.1 △ 4,489,375 △ 7.6

雑 支 出 0 - 0 - 0 -

292,261 0.1 84,350 0.0 207,911 246.4

過年度損益修正損 292,261 0.1 84,350 0.0 207,911 246.4

そ の 他 特 別 損 失 0 － 0 - 0 -

486,049,550 100.0 483,459,081 100.0 2,590,469 0.5

特 別 損 失

合 計

営 業 外 費 用

金 額

営 業 費 用

比 較 増 減 （ △ 減 ）

増 減 率
科 目

平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度

（単位：円、％）費　　　用　　　比　　　較　　　表

 

 

 総費用は４８６，０４９，５５０円となり、上記の費用比較表に示すとおり

である。前年度に比べ、２，５９０，４６９円（０．５％）の増加となってい

る。 

 

内訳は、営業費用では主に、源水及び浄水費が２，７９７，１６１円（３．

６％）、減価償却費が４，５１１，８９２円（２．１％）、資産減耗費が５，８

８１，３５３円（１７６．９％）増加し、配水及び給水費が２，９６７，６９

１円（６．１％）、業務費が２，７６７，１５１円（６．４％）減少したことに

より、営業費用全体では、６，８７１，９３３円（１．６％）の増加となって

いる。 

営業外費用では、主に支払利息及び企業債取扱諸費のみであり、４，４８９，

３７５円（７．６％）の減少となっている。 



 １７

また、特別損失では、過年度損益修正損のみであり、２０７，９１１円（２

４６．４％）の増加となっている。 



 １８

当年度の総費用を経費別に前年度と比較すると、次表のとおりである。 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

431,655,019 88.8 424,783,086 87.9 6,871,933 1.6

職 員 給 与 費 72,072,277 14.8 70,216,757 14.5 1,855,520 2.6

賞与引当金繰入額 5,798,000 1.2 5,279,000 1.1 519,000 9.8

法定福利費引当金
繰 入 額 1,114,000 0.2 992,000 0.2 122,000 12.2

旅 費 86,563 0.0 39,780 0.0 46,783 117.6

燃 料 費 723,295 0.2 539,549 0.1 183,746 34.0

委 託 料 48,718,801 10.0 44,562,511 9.2 4,156,290 9.3

修 繕 費 17,496,878 3.6 23,057,586 4.8 △ 5,560,708 △ 24.1

交 際 費 0 - 0 - 0 -

動 力 費 37,581,310 7.7 35,924,025 7.5 1,657,285 4.6

路 面 復 旧 費 1,760,000 0.4 3,411,000 0.7 △ 1,651,000 △ 48.4

薬 品 費 2,002,500 0.4 2,038,250 0.4 △ 35,750 △ 1.7

材 料 費 4,046,521 0.9 4,829,985 1.0 △ 783,464 △ 16.2

減 価 償 却 費 213,857,584 44.0 209,345,692 43.3 4,511,892 2.1

貸倒引当金繰入額 187,032 0.0 447,870 0.1 △ 260,838 △ 58.2

そ の 他 26,210,258 5.4 24,099,081 5.0 2,111,177 8.7

54,102,270 11.1 58,591,645 12.1 △ 4,489,375 △ 7.6

支払利息及び企業
債 取 扱 諸 費 54,102,270 11.1 58,591,645 12.1 △ 4,489,375 △ 7.6

雑 支 出 0 - 0 - 0 -

292,261 0.1 84,350 0.0 207,911 246.4

過年度損益修正損 292,261 0.1 84,350 0.0 207,911 246.4

そ の 他 特 別 損 失 0 - 0 - 0 -

486,049,550 100.0 483,459,081 100.0 2,590,469 0.5

（注）

特 別 損 失

比 較 増 減 （ △ 減 ）
区 分

平 成 ３ ０ 年 度

・職員給与費は給料、手当、法定福利費及び退職給付費であり、報酬、賃金、賞与引当金
繰入額、法定福利費引当金繰入額及びその他特別損失を除く。

合 計

（単位：円、％）経　　　　費　　　　別　　　　比　　　　較　　　　表

増 減 率

営 業 費 用

営 業 外 費 用

平 成 ２ ９ 年 度



 １９

４ 経営分析 

 

平成３０年度における企業の経営分析については、次のとおりである。 

 

（１）施設の利用効率 

 

最近４年間における水道施設が、いかに効率的に稼動しているかを表したも

のである。 

  　(単位：％）

区       分 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度

１ 日 平 均 配 水 量

１ 日 最 大 配 水 量

１ 日 最 大 配 水 量

１ 日 配 水 能 力

１ 日 平 均 配 水 量

１ 日 配 水 能 力

算       式

施　設　の　利　用　効　率　表

負 荷 率

最 大 稼 働 率

施 設 利 用 率 60.2

78.6 80.2 80.0 66.3

84.1 75.1 77.9 91.6

62.4 60.766.1

 

 

ア 負荷率 

  １日最大配水量に対する１日平均配水量の比率であって、高い比率ほど体

質が良好ということになる。 

当年度は７８．６％で、前年度に比べ、１．６ポイント低下している。 

 

イ 最大稼働率 

  １日最大配水量に対して、１日配水能力が常に上回っている必要があると

いうことからの稼動状況をみるものである。 

当年度は８４．１％で、前年度に比べ、９．０ポイント上昇している。 

 

ウ 施設利用率 

  現在の施設利用が効率よく運営されているかをみる指標である。 

当年度は６６．１％で、前年度に比べ、５．９ポイント上昇している。 

 

 

 

 

 



 ２０

（２）給水収益と給水費用 

 

 有収水量１㎥当りの給水収益と給水費用は次表のとおりとなる。 

 

区       分 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度 平成２６年度

給水収益（Ａ） 給 水 収 益

（ 供 給 単 価 ） 有 収 水 量

給水費用（Ｂ） 経常費用－受託工事費他

（ 給 水 原 価 ） 有 収 水 量

有
収
水
量
１
㎥
当
り

183円22銭 183円21銭 184円50銭

算       式

損     益 （  Ａ  －  Ｂ  ） 1円77銭 9円38銭

176円10銭

21円75銭

給　水　収　益　と　給　水　費　用　単　価　表

※経常費用は、（営業費用＋営業外費用）である。

172円00銭

7円61銭

183円71銭

181円45銭 173円83銭 162円75銭

184円17銭

12円17銭

 

当年度１㎥当りの給水収益（供給単価）は１８３円２２銭で、前年度に比

べ、１銭上昇している。 

今回の決算意見書より１㎥当り給水費用の計算方法については、公益社団法

人日本水道協会から出されている水道事業経営指標による方法に変更し、平成

２６年度分から再計算したものに改めている。 

当年度１㎥当りの給水費用（給水原価）は１８１円４５銭で、前年度に比

べ、７円６２銭と大幅に上昇している。 

よって、当年度の供給単価から給水原価を差引いた利益額は１円７７銭で、

前年度の利益額９円３８銭に比べ、７円６１銭低下している。 



 ２１

（３）労働生産性と人件費 

 

水道事業職員１人当りの有収水量、営業収益及び給水人口は、次表のとおり

である。 

当年度の職員１人当りの営業収益は４７，５９６千円で、前年度に比べ、１，

８１８千円（３．６％）減少している。また、職員１人当りの給水人口は１，

７７６人で、前年度に比べ、３９人（２．１％）減少している。 

 

区       分 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度

有 収 水 量 有 収 水 量

（㎥） 損益勘定職員数

営 業 収 益 営 業 収 益

（千円）
損益勘定職員数

給 水 人 口 現 在 給 水 人 口

（人） 損益勘定職員数
1,852

257,774 278,044

1,892

47,596 49,414

281,781267,701

1,776 1,815

52,215

算       式

職

員

１

人

当

り

51,304

 

 

水道事業の平均給与と労働生産性、労働分配率は、次表のとおりである。 

当年度の労働分配率は１６．５％で、前年度に比べ、１．１ポイント上昇し

ている。 

 

平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度

職 員 給 与 費

損益勘定職員数

営 業 収 益

職 員 給 与 費

職 員 給 与 費

営 業 収 益

7.1

13.9

労 働 生 産 性

（％）

7.3

労 働 分 配 率
13.6

6.0 6.4

算       式

7,898

区       分

（注）　職員給与費は給料、手当、法定福利費、退職給付費、賞与引当金繰入額及び法定福
利費引当金繰入額であり、報酬、賃金及びその他特別損失を除く。

16.5 15.4

平 均 給 与
7,648 7,116 7,162

（千円）

 

 

 

 

 

 



 ２２

総費用及び給水収益に占める職員給与費割合、有収水量１㎥当りの職員給与

費の状況は、次表のとおりである。 

 

平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度

486,049 483,459 477,097 508,603

78,984 76,487 71,167 71,625

16.2 15.8 14.9 14.0

平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度

16.7 15.5 13.6 14.0

平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度

３０円６４銭 ２８円５７銭 ２５円２５銭 ２５円７６銭

（注）　職員給与費は給料、手当、法定福利費、退職給付費、賞与引当金繰入額及び法定福
利費引当金繰入額であり、報酬、賃金及びその他特別損失を除く。

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

総費用に占める職員給与費の割合B/A（％）

有収水量１㎥当りの職員給与費（円）

 総　　費　　用　 　　    Ａ　 　（　千円　）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

 職  員  給  与  費　　 Ｂ　　 （　千円　）

給水収益に占める職員給与費の割合（％）



 ２３

（４）経営比率 

 

 当年度の経営の経済性を評価する比率の主なものを示すと次表のとおりとな

る。 

 

項       目 算       式 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度

営業収支比率
営業収益－受託工事収益

（％）
営業費用－受託工事費用

総 収 支 比 率
総  収  益

（％）
総  費  用

総資本利益率
当  年  度  純  利  益

（％）
総資本（期首＋期末）÷２

固定資産使用効率
総  配  水  量

（㎥/万円）
有 形 固 定 資 産

※総資本は、（負債＋資本）である。

109.1

比 較 増 減

△110.2 116.3 117.0

△

6.1 126.2

経　営　諸　比　率　表

△0.4 0.7 0.7

105.0 110.2 5.2 117.9

0.3 1.3

6.87.2 7.1 0.1 7.2

 

ア 営業収支比率 

  営業収支比率は、基本的な営業活動がバランスよく行われたかをみる比率

で、１００％を超える部分が利益となることを示すものである。 

当年度は１１０．２％で、前年度に比べ、６．１ポイント低下している。 

 

イ 総収支比率 

  総収支比率は、営業収支だけでなく事業全体の収支バランスをみる比率で、

１００％を超える部分が利益となることを示すものである。 

当年度は１０５．０％で、前年度に比べ、５．２ポイント低下している。 

 

ウ 総資本利益率 

  総資本利益率は、総資本に対する純利益の比率をみて、総資本がどれだけ

効果的に運用されているかを示すものである。 

  当年度は０．４％で、前年度に比べ、０．３ポイント低下している。 

 

エ 固定資産使用効率 

  固定資産使用効率は、有形固定資産１万円当りの配水量をみてその効果を

測定するものであり、その量が多いほど使用効率がよいとされている。 

当年度は７．２㎥で、前年度に比べ、０．１㎥増加している。 



 ２４

（５）損益分岐点 

 

損益分岐点は、事業収益と事業費用とのバランスを示すもので、採算点とい

うことであり、収益と費用が等しくなる売上高をいう。 

 

区       分 平成３０年度 平成２９年度 比較増減（△減）

変   動   費

総   収   益

損 益 分 岐 点 比 率
（％）

安 全 余 裕 率
（％）

510,657,978 533,020,620 △ 22,362,642総  収  益  (  円  ）

総 収 益－損 益 分 岐 点

算       式

94.8 89.8
損 益 分 岐 点

総   収   益

損　益　分　岐　点　表

5.0

１－
損益分岐 点（ 円）

固   定   費

10.1
総   収   益

484,311,003 479,087,767

5.1

5,223,236

△ 5.0

 

                                         

ア 総収益は５１０，６５７，９７８円で、当年度の損益分岐点４８４，３１

１，００３円に対して、２６，３４６，９７５円上回っている。 

 

イ 損益分岐点比率は、現在の収益に対し、分岐点がどのあたりにあるかを示

すもので、低率であれば経営成績が良好とされている。 

  当年度は９４．８％で、前年度に比べ、５．０ポイント上昇している。 

 

ウ 安全余裕率は、現在の収益のうち、分岐点を越えている部分がどれだけあ

るかを示すもので、高率であれば経営が良好であるとされている。 

  当年度は５．１％で、前年度に比べ、５．０ポイント低下している。 

 

 



 ２５

企業債利息等の支払い状況 

総費用に対する支払利息の割合は次表のとおりである。 

企 業 債 利 息 一時借入金利息 リース支払 利息 計 総費用に占める割合

54,102,270 0 0 54,102,270 11.1

58,591,645 0 0 58,591,645 12.1

63,176,984 0 0 63,176,984 13.2平成２８年度

平成２９年度

（単位：円、％）

区 分

平成３０年度

 

 

資金繰りの参考のため、次表に企業債の期末現在の平均利率を算出した。 

・上水道

内訳 件数 利率 平成３０年度 平成２９年度 差引
政府債 16 1.2％～4.65％ 1.96 1.97 △ 0.01
公募債 24 1.1％～4.75％ 1.67 1.69 △ 0.02

・簡易水道

内訳 件数 利率 平成３０年度 平成２９年度 差引
政府債 14 0.02％～2.8％ 1.58 1.68 △ 0.10
公募債 17 0.01％～2.1％ 1.45 1.58 △ 0.13

合計 71 0.01％～4.75％ 1.76 1.79 △ 0.03  

 

給水収益に対する企業債償還の推移 

企業債元利償還金の給水収益に対する比率は次表のとおりである。 

平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度

企 業 債 元 利 償 還 金
53.754.8 54.2 51.6

給  水  収  益

（単位：％）

算       式

 

 

給水収益に対する減価償却費の推移 

減価償却費の給水収益に対する比率は次表のとおりである。 

平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度 平 成 ２ ８ 年 度 平 成 ２ ７ 年 度

減 価 償 却 費
42.6 41.945.2 41.0

給  水  収  益

（単位：％）

算       式



 ２６

５ 財政状況 

 

平成３０年度末及び平成２９年度末の財政状況を示すと別表（３）の比較貸

借対照表（３７、３８ページ）のとおりである。 

 

区　　　　　　　　分 平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度

固 定 資 産 5,250,617,319 5,409,508,570 △ 158,891,251 △ 2.9

流 動 資 産 764,538,992 786,962,832 △ 22,423,840 △ 2.8

資 産 合 計 6,015,156,311 6,196,471,402 △ 181,315,091 △ 2.9

固 定 負 債 2,761,036,062 2,973,059,170 △ 212,023,108 △ 7.1

流 動 負 債 281,470,653 262,093,299 19,377,354 7.3

繰 延 収 益 367,571,202 380,848,967 △ 13,277,765 △ 3.4

負 債 合 計 3,410,077,917 3,616,001,436 △ 205,923,519 △ 5.6

資 本 金 1,910,648,332 1,818,035,191 92,613,141 5.0

剰 余 金 694,430,062 762,434,775 △ 68,004,713 △ 8.9

資 本 合 計 2,605,078,394 2,580,469,966 24,608,428 0.9

負 債 ・ 資 本 合 計 6,015,156,311 6,196,471,402 △ 181,315,091 △ 2.9

増 減 率比較増減（△減）

　（単位：円、％）資産・負債・資本の状況

 

 

資  産 

 資産総額は６，０１５，１５６，３１１円で、前年度に比べ、１８１，３１

５，０９１円（２．９％）の減少となっている。 

 

１ 固定資産 

 固定資産は５，２５０，６１７，３１９円で、前年度に比べ、１５８，８９

１，２５１円（２．９％）の減少となっている。 

このうち、有形固定資産が５，２２９，０９０，９９９円で、前年度に比べ、

１５３，７１１，２５１円（２．８％）減少し、無形固定資産が２１，４５９，

７００円で、前年度に比べ５，１８０，０００円（１９．４％）減少したこと

によるものである。 

有形固定資産の減少分については、当年度において取得等により増加した有



 ２７

形固定資産５８，３１６，３２７円から、当年度減価償却費２０８，６７７，

５８４円、資産減耗費３，３４９，９９４円の差引によるものである。 

無形固定資産の減少分については、当年度減価償却費５，１８０，０００円

の減少によるものである。 

 

２ 流動資産 

 流動資産は７６４，５３８，９９２円で、前年度に比べ、２２，４２３，８

４０円（２．８％）の減少となっている。これは、現金預金が２１，８４２，

２８６円（２．８％）、未収金が６０９，３０８円（６．０％）減少したことが

主な要因である。 

 

負  債 

負債総額は３，４１０，０７７，９１７円で、前年度に比べ、２０５，９２

３，５１９円（５．６％）の減少となっている。 

 

１ 固定負債 

固定負債は２，７６１，０３６，０６２円で、前年度に比べ、２１２，０２

３，１０８円（７．１％）の減少となっている。これは、建設改良費等の財源

に充てるための企業債が２１３，０４７，８５４円（７．４％）減少したこと

が主な要因である。 

なお、平成２６年度の制度改正により、企業債は、１年以内に返済期限が到

来する債務は流動負債に、それ以外は固定負債に計上されている。 

 

２ 流動負債 

流動負債は２８１，４７０，６５３円で、前年度に比べ、１９，３７７，３

５４円（７．３％）の増加となっている。これは主に、企業債が２２，９８８，

３２４円（１１．２％）増加し、未払金が４，２５１，９７０円（８．５％）

減少したことなどによるものである。 

また、賞与引当金及び法定福利費引当金については、平成３０年６月賞与を

支給する時に、平成２９年度の負担に属する支給対象期間相当分（平成２９年

１２月から平成３０年３月）を取り崩し、期末に、平成３１年６月賞与のうち、

平成３０年度の負担に属する支給対象期間相当分（平成３０年１２月から平成

３１年３月）を引き当てた。 

 

３ 繰延収益 

 繰延収益は３６７，５７１，２０２円で、前年度に比べて、１３，２７７，

７６５円（３．４％）の減少となっている。これは、長期前受金が１３，２７



 ２８

７，７６５円（３．４％）減少したことによるものである。 

 

資  本 

 資本合計は２，６０５，０７８，３９４円で、前年度に比べ、２４，６０８，

４２８円（０．９％）の増加となっている。 

 

１ 資本金 

資本金は１，９１０，６４８，３３２円で、前年度に比べ、９２，６１３，

１４１円（５．０％）の増加となっている。 

 

２ 剰余金 

剰余金は６９４，４３０，０６２円で、前年度に比べ、６８，００４，７１

３円（８．９％）の減少となっている。 

 

（１）資本剰余金は４６，８２０，３８８円で、前年度と同額である。 

 

（２）利益剰余金は６４７，６０９，６７４円で、前年度に比べ、６８，００

４，７１３円（９．５％）減少している。これは、減債積立金が４４，４４

６，０４４円（１７．８％）減少し、当年度未処分利益剰余金が２３，５５

８，６６９円（６．０％）減少したことによるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２９

６ 財政分析 

 

財政分析については、次表のとおりとなる。 

  

水道事業の財政状態の良否は、自己資本構成比率、固定資産対長期資本比率、

流動比率の３つの比率で判断される。 

 

平成２９年度（％）

91.1

自 己 資 本

総資本（負債・資本合計）

固　定　資　産

△ 28.6

0.4

1.749.4

300.2

※自己資本とは（資本金＋剰余金＋繰延収益）である。

流　動　資　産

流　動　負　債
271.6

自己資本構成比率

91.5

算       式

2

1

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率 固定負債＋繰延収益

+資本金＋剰余金

平成３０年度（％） 比較増減(△減）

財　　政　　分　　析　　表

3 流 動 比 率

区       分

47.7

 

 

（１） 自己資本構成比率 

総資本に対する自己資本（資本金、剰余金と繰延収益）の占める割合で、

当年度は４９．４％で、前年度に比べ、１．７ポイント上昇している。 

この数値が高いほど経営の安全度が良いとされている。 

 

（２） 固定資産対長期資本比率 

固定資産の調達は、資本合計と固定負債、繰延収益の範囲内によって行

わなければならない。したがって、１００％以内が望ましく、当年度は９

１．５％で、前年度に比べ、０．４ポイント上昇している。 

 

（３） 流動比率 

   当年度の流動負債に対する流動資産の割合は２７１．６％と、前年度に

比べ、２８．６ポイント低下している。この流動比率は、企業としての支

払能力を表すもので、この比率が高いほど支払能力があり、一般的に経営

上２００％以上であることが望ましい。 



 ３０

７ キャッシュ・フローの状況 

平成３０年度及び平成２９年度の尾鷲市水道事業会計キャッシュ・フローの状

況は次のとおりである。               

（単位：円）

平成３０年度 平成２９年度 比較増減

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

      当年度純利益（△は損失） 24,608,428 49,561,539 △ 24,953,111

　　　減価償却費 213,857,584 209,345,692 4,511,892

      貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 78,922 △ 12,934 △ 65,988

      賞与引当金の増減額（△は減少） 519,000 265,000 254,000

      法定福利費引当金の増減額（△は減少） 122,000 58,000 64,000

      退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,024,746 4,484,820 △ 3,460,074

      長期前受金戻入額 △ 17,648,605 △ 17,581,683 △ 66,922

      資本費繰入収益 △ 11,825,916 △ 15,493,460 3,667,544

      受取利息及び受取配当金 △ 147,201 △ 215,752 68,551

      支払利息 54,102,270 58,591,645 △ 4,489,375

      固定資産除却費 3,349,994 3,324,641 25,353

      未収金の増減額（△は増加） 835,431 △ 748,422 1,583,853

      たな卸資産の増減額（△は増加） △ 31,869 △ 110,335 78,466

      その他流動資産の増減額(△は増加) 4,115 3,193 922

      未払金の増減額（△は減少） 22,465,070 △ 12,957,585 35,422,655

      その他流動負債の増減額(△は減少) 0 0 0

      その他 0 0 0

              小計 291,156,125 278,514,359 12,641,766

      利息及び配当金の受取額 0 215,752 △ 215,752

      利息の支払額 △ 54,102,270 △ 58,591,645 4,489,375

    業務活動によるキャッシュ・フロー 237,053,855 220,138,466 16,915,389

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

      有形固定資産の取得による支出 △ 85,033,367 △ 64,287,440 △ 20,745,927

      国庫補助金返還による支出 0 0 0

      一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 13,146,756 17,424,500 △ 4,277,744

      工事負担金の受入による収入 3,050,000 1,980,000 1,070,000

　　　その他 0 0 0

    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 68,836,611 △ 44,882,940 △ 23,953,671

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

       建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 15,000,000 14,800,000 200,000

       建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 205,059,530 △ 207,476,751 2,417,221

       リース債務の返済による支出 0 0 0

    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 190,059,530 △ 192,676,751 2,617,221

４．資金増加額(又は減少額） △ 21,842,286 △ 17,421,225 △ 4,421,061

５．資金期首残高 775,422,791 792,844,016 △ 17,421,225

６．資金期末残高 753,580,505 775,422,791 △ 21,842,286
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キャッシュ・フロー計算書は、一定期間における地方公営企業会計の現金及

び預金（キャッシュ）の増減（フロー）を示す財務諸表である。 

  

貸借対照表や損益計算書は、発生主義会計で作成されているため、それらに

記載された損益は直接「現金」とは結びつかない。キャッシュ・フロー計算書

は、事業活動でどれだけの資金を創出して、どのくらい投資に資金を使用し、

また、資金を調達して手元にいくら残っているという「資金の流れと残高」を

表し、経営活動の実態をより明らかにするものである。 

 

キャッシュ・フロー計算書は、資金の「入り」と「出」を、事業活動の性格

によって、「業務活動」「投資活動」「財務活動」の３種類に区分し、それぞれの

キャッシュの増減を表している。 

  

当年度のキャッシュ・フローの状況を見ると、業務活動で増加した２３７，

０５３，８５５円が、有形固定資産の取得等の投資活動で６８，８３６，６１

１円、企業債償還等の財務活動で１９０，０５９，５３０円減少した結果、２

１，８４２，２８６円の資金減となり、資金期末残高は、７５３，５８０，５

０５円となっている。 

 

１ 業務活動によるキャッシュ・フローは、通常の業務活動の実施に係る資金

の状態を表している。一般的には、プラスになっていることが原則で、これ

が多いほど事業活動が良好と言える。 

当年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、水需要が減少傾向にあり、

収入の根幹となる給水収益（水道料金収入）が減少し、営業費用が増加したこ

と等により、当期純利益が減少しているが、現金支出を伴わない減価償却費２

１３，８５７，５８４円等により、２３７，０５３，８５５円増加している。

これは、前年度に比べて、１６，９１５，３８９円の増加となっている。 

 

２ 投資活動によるキャッシュ・フローは、将来に向けた運営基盤の確立のた

めに行われる投資活動の状態、具体的には、建設投資や固定資産の売買に係

るキャッシュの増減を表している。大規模な資産売却を行った場合などはプ

ラスとなるが、建設投資を行っていれば、マイナスになるのが通常である。 

  当年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得のた

めに８５，０３３，３６７円支出したが、一般会計から１３，１４６，７５

６円繰入したこと等により、６８，８３６，６１１円減少している。これは、

前年度に比べて、２３，９５３，６７１円の減少となっている。 

 

 

３ 財務活動によるキャッシュ・フローは、業務活動及び投資活動を行うため

の財務活動に係る資金の状態、具体的には、借り入れによる収入及び借入金

の返済に関するキャッシュの増減を表している。プラスの場合は、新たな借

入れが返済額を上回っており、結果として借入金の残高が増加していること
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になるため、基本的には少ない方がよいと言える。 

当年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、建設改良費等の財源に充て

るための企業債を１５，０００，０００円発行したが、２０５，０５９，５３

０円の企業債を償還したこと等により、１９０，０５９，５３０円減少してい

る。これは、前年度より、２，６１７，２２１円の増加となっている。 

 

以上より、本業の業績は概ね良好であり、有利子負債残高を減少させつつ、

建設改良に係る投資も実施しているため、比較的良好な経営状況にあると考え

られる。 
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む  す  び 

 

 以上が、平成３０年度尾鷲市水道事業会計の決算審査の概要である。 

 

 当年度の水道事業会計にかかる予算の執行、財産の管理など財務に関する事

務の執行は、概ね適正に処理されているものと認められる。 

 

 業務実績において、当年度末の給水戸数は９，３６９戸で、前年度末より１

０４戸減少している。水道普及率は９９．９％で前年度と同様である。総配水

量は３，７８１，１１８㎥で、前年度より８４，８７１㎥（２．１％）減少し

ている。 

 総有収水量は２，５７７，７４６㎥で、前年度より９９，２６９㎥（３．７％）

の減少となっており、有収率は６８．１％で、前年度より１．１ポイント低下

している。 

 

 経営成績については、収益的収支において、総収益は５億１，０６５万円で、

総費用は４億８，６０４万円となり、当年度も引き続き２，４６０万円の純利

益が計上されている。 

 

 経営分析において、有収水量１㎥当りの供給単価は１８３円２２銭で、給水

原価は１８１円４５銭となり、当年度の利益額は１円７７銭で、前年度に比べ、

７円６１銭低下している。これは、営業費用の増加等により給水原価が上昇し

たことによる。 

 

 経営比率については、固定資産使用効率が前年度より０．１ポイント上昇し

たものの、営業収支比率、総収支比率、総資本利益率はいずれも前年度より低

下している。総収支比率は、１０５．０％で、全国平均（平成２９年度給水人

口１．５万人以上３万人未満、以下同じ）の値１０９．８％と比較すると４．

８ポイント下回っている。 

 職員１人当りの営業収益は４，７５９万円で、前年度より１８１万円減少し

ている。なお、全国平均の値６，２５２万円と比較すると、１，４９３万円下

回っている。 

 

 流動比率は２７１．６％で、前年度より２８．６ポイント低下している。こ

の流動比率は企業としての支払い能力を表すもので、高いほど支払い能力があ

り、一般的に経営上２００％以上が望ましいと言われている。 
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最後に、今後に期待する諸点については、次のとおりである。 

 

１ 当年度の有収率は６８．１％で、水道普及率の変化が無いなか、前年度よ  

り１．１ポイント低下しており、全国平均の８２．０％と比較すると、依然と

して低水準にある。その主な要因として、配水管の老朽化による漏水等が考え

られるが、今後も積極的に管路診断を実施し、継続的かつ計画的な配水管の布

設替えによる漏水防止対策を実施することにより、さらなる有収率の向上を図

られたい。 

  また、水道は、今後予想される大規模災害時において市民生活の維持・復旧

に欠かせない重要なライフラインの一つである。災害に強いインフラ整備の観

点からも、安全で安定的な水の供給を念頭に管路整備の推進に取り組んでいた

だきたい。 

 

２  本市においては、人口減少等に伴う給水戸数の減少が続いており、今後料

金収入の大幅な増加が期待できない状況にある。そのようななか、当年度の決

算においては、給水収益が１，８１６万円（３．７％）減少し、営業費用が６

８７万円（１．６％）増加したことにより、純利益は対前年度比２，４９５万

円減益の２，４６０万円を計上した。 

  今後、老朽化が進む施設の維持管理や更新、改良等に多額の設備投資が必要

となることから、厳しい経営状況を迎える時期が来ることが十分に予想される。  

  これらを踏まえ、今後も有収率向上策の推進や、徹底したコスト削減に継続

的に注力し、一層効率的かつ効果的な事業経営に努められることを希望する。 
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単 位 平成３０年度 平成２９年度 増 減 率 ( ％ ）

人 17,774 18,167 △ 393 △ 2.1

人 26,900 26,900 0 -

人 17,760 18,153 △ 393 △ 2.1

戸 9,369 9,473 △ 104 △ 1.0

件 10,236 10,374 △ 138 △ 1.3

％ 99.9 99.9 0.0 -

水 源 カ所 16 18 △ 2 △ 11.1

施
可 能 取 水 量
( 配 水 能 力 ）

㎥/日 15,658 17,578 △ 1,920 △ 10.9

取 水 量 ㎥ 3,781,118 3,865,989 △ 84,871 △ 2.1

導・送水管 延長 千ｍ 10.64 10.65 △ 0.01 △ 0.0

配 水 管 延 長 千ｍ 189.50 189.65 △ 0.15 △ 0.0

設 浄水場設置数 カ所 11 11 0 －

配水池設置数 池 14 14 0 －

㎥ 3,781,118 3,865,989 △ 84,871 △ 2.1

㎥ 10,359 10,592 △ 233 △ 2.1

㎥ 13,176 13,204 △ 28 △ 0.2

㎥ 2,577,746 2,677,015 △ 99,269 △ 3.7

㎥ 1,203,372 1,188,974 14,398 1.2

％ 68.1 69.2 △ 1.1 △ 1.5

％ 31.9 30.8 1.1 3.5

円 183.22 183.21 0.01 0.0

円 181.45 173.83 7.62 4.3

円 1.77 9.38 △ 7.61 △ 81.1

(4,665,306) (7,870,174) △ (3,204,868)
62,981,633 106,806,254 △ 43,824,621 △ 41.0

人 10 10 0 －

有 収 水 量

１㎥当り給水費用

無 収 率

１ ㎥ 当 り 利 益

建 設 改 良 費 円

職 員 数

　（　　）うち消費税

※普及率：対行政区域内人口

別表（１）　　　　　　　　　　　　　    業 務 実 績 比 較 表

区　　　　　　　　　分 比 較 増 減 （ △ 減 ）

行 政 区 域 内 人 口

原
価
計
算

１㎥当り給水収益

１ 日 最 大 配 水 量

計 画 給 水 人 口

現 在 給 水 人 口

給 水 戸 数

総 配 水 量

１ 日 平 均 配 水 量業

務

状

況

普

及

状

況

水
源
施
設

無 収 水 量

給 水 普 及 率

配
水
施
設

給 水 件 数

有 収 率
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別表（２） （単位：円）

8,881,043

う ち 水 道 料 金 8,733,842

う ち 定 期 預 金 利 息 147,201

1,422,294

う ち 平 成 ２ ９ 年 度 以 前 水 道 料 金 1,422,294

500,000

△ 354,380

9,448,957

24,510,779

う ち 委 託 料 19,469,447

う ち 手 数 料 1,161,568

う ち 賃 借 料 1,684,272

う ち そ の 他 2,195,492

21,000,020

う ち 工 事 請 負 費 （ 資 本 的 ） 13,963,320

う ち 消 費 税 納 付 額 7,036,700

45,510,799

そ 　  の 　  他
流　動　負　債

指 定 金 融 機 関 預 り 保 証 金 1,000,000

未 払 金

⑤ 営 業 未 払 金

合　　　　　　　　　　計　　（　⑤＋⑥　）

⑥ そ の 他 未 払 金

未 収 金 ・ 未 払 金 ・ そ の 他 流 動 負 債 内 訳

未 収 金

① 当 年 度 分

② 過 年 度 分

合　　　　　　　　　　計　　（　①＋②－③＋④　）

④ 貸 倒 引 当 金

③ 破 産 更 生 債 権 等
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平 成 ３ ０ 年 度 構 成 比 平 成 ２ ９ 年 度 構 成 比

1 5,250,617,319 87.3 5,409,508,570 87.3 △ 158,891,251 △ 2.9

有 形 固 定 資 産 5,229,090,999 87.0 5,382,802,250 86.9 △ 153,711,251 △ 2.8

イ 土 地 806,773,157 13.4 806,773,157 13.0 0 -

ロ 建 物 436,498,263 7.3 448,894,126 7.3 △ 12,395,863 △ 2.7

ハ 構 築 物 3,257,979,142 54.2 3,340,871,793 53.9 △ 82,892,651 △ 2.4

ニ 機 械 及 び 装 置 717,805,716 11.9 773,983,616 12.5 △ 56,177,900 △ 7.2

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 2,150,899 0.1 2,543,074 0.0 △ 392,175 △ 15.4

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 7,883,822 0.1 9,736,484 0.2 △ 1,852,662 △ 19.0

ト リ ー ス 資 産 0 - 0 - 0 -

チ 建 設 仮 勘 定 0 - 0 - 0 -

無 形 固 定 資 産 21,459,700 0.3 26,639,700 0.4 △ 5,180,000 △ 19.4

イ 電 話 加 入 権 739,700 0.0 739,700 0.0 0 -

ロ ソ フ ト ウ ェ ア 20,720,000 0.3 25,900,000 0.4 △ 5,180,000 △ 20.0

投 資 そ の 他 の 資 産 66,620 0.0 66,620 0.0 0 -

イ 破 産 更 生 債 権 等 0 - 0 - 0 -

 ロ そ の 他 投 資 66,620 0.0 66,620 0.0 0 -

2 764,538,992 12.7 786,962,832 12.7 △ 22,423,840 △ 2.8

現 金 預 金 753,580,505 12.5 775,422,791 12.5 △ 21,842,286 △ 2.8

未 収 金 9,448,957 0.2 10,058,265 0.2 △ 609,308 △ 6.0

貯 蔵 品 1,498,084 0.0 1,466,215 0.0 31,869 2.1

そ の 他 流 動 資 産 11,446 0.0 15,561 0.0 △ 4,115 △ 26.4

6,015,156,311 100.0 6,196,471,402 100.0 △ 181,315,091 △ 2.9

（ ３ ）

（ ４ ）

資 産 合 計

流 動 資 産

（ １ ）

（ ２ ）

固 定 資 産

（１）

（ ２ ）

（ ３ ）

別表（3）

比較貸借対照表

科　　　　　　　　　　　目
資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

比 較 増 減 （ △ 減 ） 増 減 率
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平 成 ３ ０ 年 度 構 成 比 平 成 ２ ９ 年 度 構 成 比 比較増減（△減）

1 2,761,036,062 45.9 2,973,059,170 48.1 △ 212,023,108 △ 7.1

（１） 企 業 債 2,653,082,699 44.1 2,866,130,553 46.3 △ 213,047,854 △ 7.4

イ
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債 2,653,082,699 44.1 2,866,130,553 46.3 △ 213,047,854 △ 7.4

引 当 金 107,953,363 1.8 106,928,617 1.8 1,024,746 0.9

イ 退 職 給 付 引 当 金 23,867,236 0.4 22,842,490 0.4 1,024,746 4.4

ロ 修 繕 引 当 金 84,086,127 1.4 84,086,127 1.4 0 -

2 281,470,653 4.6 262,093,299 4.2 19,377,354 7.3

（１） 企 業 債 228,047,854 3.8 205,059,530 3.3 22,988,324 11.2

イ
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債 228,047,854 3.8 205,059,530 3.3 22,988,324 11.2

リ ー ス 債 務 0 - 0 - 0 -

未 払 金 45,510,799 0.7 49,762,769 0.8 △ 4,251,970 △ 8.5

引 当 金 6,912,000 0.1 6,271,000 0.1 641,000 10.2

イ 賞 与 引 当 金 5,798,000 0.1 5,279,000 0.1 519,000 9.8

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,114,000 0.0 992,000 0.0 122,000 12.2

そ の 他 流 動 負 債 1,000,000 0.0 1,000,000 0.0 0 -

3 367,571,202 6.1 380,848,967 6.1 △ 13,277,765 △ 3.4

（１） 長 期 前 受 金 367,571,202 6.1 380,848,967 6.1 △ 13,277,765 △ 3.4

3,410,077,917 56.6 3,616,001,436 58.4 △ 205,923,519 △ 5.6

4 1,910,648,332 31.8 1,818,035,191 29.3 92,613,141 5.0

5 694,430,062 11.6 762,434,775 12.3 △ 68,004,713 △ 8.9

資 本 剰 余 金 46,820,388 0.8 46,820,388 0.8 0 -

イ 工 事 負 担 金 6,595,774 0.1 6,595,774 0.1 0 -

ロ 国 県 補 助 金 17,962,000 0.3 17,962,000 0.3 0 -

ハ 他 会 計 補 助 金 0 - 0 - 0 -

ニ 受 贈 財 産 評 価 額 22,084,312 0.4 22,084,312 0.4 0 -

ホ そ の 他 資 本 剰 余 金 178,302 0.0 178,302 0.0 0 -

利 益 剰 余 金 647,609,674 10.8 715,614,387 11.5 △ 68,004,713 △ 9.5

イ 減 債 積 立 金 204,520,498 3.4 248,966,542 4.0 △ 44,446,044 △ 17.8

ロ 建 設 改 良 積 立 金 76,435,956 1.3 76,435,956 1.2 0 -

ハ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 366,653,220 6.1 390,211,889 6.3 △ 23,558,669 △ 6.0

2,605,078,394 43.4 2,580,469,966 41.6 24,608,428 0.9

6,015,156,311 100.0 6,196,471,402 100.0 △ 181,315,091 △ 2.9

剰 余 金

負 債 ・ 資 本 合 計

（ １ ）

（ ２ ）

資 本 合 計

負 債 合 計

資 本 金

繰 延 収 益

固 定 負 債

（ ２ ）

流 動 負 債

（ ２ ）

（ ３ ）

（ ４ ）

（５）

（単位：円、％）

科　　　　　　　　　　　目
負　　　債　　　・　　　資　　　本　　　の　　　部

増 減 率
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平 成 ３ ０ 年 度 構 成 比 平 成 ２ ９ 年 度 構 成 比

1 431,655,019 88.8 424,783,086 87.9 6,871,933 1.6

原 水 及 び 浄 水 費 80,334,775 16.5 77,537,614 16.0 2,797,161 3.6

配 水 及 び 給 水 費 45,513,172 9.4 48,480,863 10.0 △ 2,967,691 △ 6.1

受 託 工 事 費 0 - 0 - 0 －

業 務 費 40,137,527 8.2 42,904,678 8.9 △ 2,767,151 △ 6.4

総 係 費 42,247,807 8.7 42,742,605 8.9 △ 494,798 △ 1.1

減 価 償 却 費 213,857,584 44.0 209,345,692 43.3 4,511,892 2.1

資 産 減 耗 費 9,205,994 1.9 3,324,641 0.7 5,881,353 176.9

そ の 他 営 業 費 用 358,160 0.1 446,993 0.1 △ 88,833 △ 19.8

2 54,102,270 11.1 58,591,645 12.1 △ 4,489,375 △ 7.6

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

54,102,270 11.1 58,591,645 12.1 △ 4,489,375 △ 7.6

雑 支 出 0 - 0 - 0 -

3 292,261 0.1 84,350 0.0 207,911 246.4

過 年 度 損 益 修 正 損 292,261 0.1 84,350 0.0 207,911 246.4

（２） そ の 他 特 別 損 失 0 - 0 - 0 -

486,049,550 100.0 483,459,081 100.0 2,590,469 0.5

24,608,428 - 49,561,539 - △ 24,953,111 △ 50.3

510,657,978 - 533,020,620 - △ 22,362,642 △ 4.1

比較損益計算書

費　　　　　　　用　　　　　　　の　　　　　　　部

比 較 増 減 （ △ 減 ）

（１）

営 業 費 用

（５）

別表（4）

科　　　　　　　　目

増 減 率

（２）

（３）

（４）

合　　　　　　　　計

小　　　　　　　　計

当 年 度 純 利 益

（８）

営 業 外 費 用

（６）

（７）

（１）

（１）

特 別 損 失

（２）
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平 成 ３ ０ 年 度 構 成 比 平 成 ２ ９ 年 度 構 成 比

1 475,965,007 93.2 494,144,093 92.7 △ 18,179,086 △ 3.6

給 水 収 益 472,309,761 92.5 490,473,614 92.0 △ 18,163,853 △ 3.7

受 託 工 事 収 益 0 - 0 - 0 -

他 会 計 負 担 金 2,978,264 0.6 2,869,220 0.5 109,044 3.8

そ の 他 営 業 収 益 676,982 0.1 801,259 0.2 △ 124,277 △ 15.5

2 34,692,971 6.8 38,876,527 7.3 △ 4,183,556 △ 10.7

受 取 利 息 及 び 配 当 金 147,201 0.0 215,752 0.0 △ 68,551 △ 31.7

他 会 計 補 助 金 2,756,551 0.5 3,148,886 0.6 △ 392,335 △ 12.4

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 17,648,605 3.5 17,581,683 3.3 66,922 0.3

資 本 費 繰 入 収 益 11,825,916 2.3 15,493,460 2.9 △ 3,667,544 △ 23.6

雑 収 益 2,314,698 0.5 2,436,746 0.5 △ 122,048 △ 5.0

3 0 - 0 - 0 -

過 年 度 損 益 修 正 益 0 - 0 - 0 -

そ の 他 特 別 利 益 0 - 0 - 0 -

　 　

510,657,978 100.0 533,020,620 100.0 △ 22,362,642 △ 4.1

0 - 0 - 0 -

510,657,978 - 533,020,620 - △ 22,362,642 △ 4.1

（１）

増 減 率

営 業 収 益

（単位：円、％）

科　　　　　　　　　　目

収　　　　　　　益　　　　　　　の　　　　　　　部

比 較 増 減 （ △ 減 ）

（２）

（３）

（４）

合　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　計

当 年 度 純 損 失

（２）

（４）

営 業 外 収 益

（１）

（２）

（５）

（１）

特 別 利 益
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１ 業務実績 

（１）平成３０年度の病院実績を前年度と比較すると次表のとおりである。 

 

当年度の年間延患者数は１６０，２３８人で、前年度延患者数１６８，５７

０人に対し８，３３２人（４．９％）減少し、入院の１日平均患者数は１８０．

８人で、外来の１日平均患者数は３８６．２人となっている。また、一般病床

利用率は７５．９％で、前年度７６．３％に比べ０．４ポイント低下し、療養

病床利用率は５２．９％で、前年度７４．４％に比べ２１．５ポイント低下し

ている。 

病床数
平成３０年度 平成２９年度

 一　　　　般　 199 55,167 55,453 △ 286 △ 0.5

計 255 65,994 70,664 △ 4,670 △ 6.6

180.8 193.6 △ 12.8 △ 6.6

計 255 70.9 75.9 △ 5.0 △ 6.5

94,244 97,906 △ 3,662 △ 3.7

386.2 401.2 △ 15.0 △ 3.7

160,238 168,570 △ 8,332 △ 4.9

医 師 14 15 △ 1 △ 6.6

看 護 師 162 160 2 1.2

薬 剤 師 6 6 0 0.0

事 務 職 員 27 26 1 3.8

そ の 他 職 員 87 92 △ 5 △ 5.4

計 296 299 △ 3 △ 1.0

※

△ 28.8

１日平均患者数

0.5

15,211 4,384

患者数
区　　　　分

△

0.4199 一　　　　般　

療　　　　養

75.9 76.3 △

比較増減（△減） 増 減 率 （ ％ ）

前年度対比

56 10,827

△

入

院

年 間 延 患 者 数

職
　
　
員
　
　
数

外来診療日数　 平成30年度 244日、平成29年度 244日

56

来

延患者数

△ △ 28.8

延
患
者
数

１日平均患者数

病
床
利
用
率

21.5

外

年間全日数　　　平成30年度 365日、平成29年度 365日

療　　　　養

職　員　数　　　　平成30年度は平成３１年３月３１日、平成29年度は平成３０年３月３１日現在

52.9 74.4
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（２）業務予定量と業務実績は次表のとおりである。 

△

△

△

△

874

2.2

65,994

180.8

94,244

入          院
１ 日 平 均

66,868

183

4.8

98.7

98.7

98.7

1,233

　　　（単位：人、％）

区　　　　　分 患 者 数 業 務 予 定 量 業 務 実 績 比 較 増 減 達 成 率

98.6年 間

外　　　　　来
年 間

386.2

95,477

391１ 日 平 均
 

 

入院年間延患者数は、業務予定量６６，８６８人に対し、業務実績６５，９

９４人で９８．６％の達成率となっている。一方、外来年間延患者数は、業務

予定量９５，４７７人に対し、業務実績９４，２４４人で９８．７％の達成率

となっている。 

 

（３）最近の入院年間延患者数と外来年間延患者数は次表のとおりである。 

83.3 94,244 74.2

平成２１年度

平成２３年度

73,789

80,190

81,936

平成３０年度 65,994

87.8

77,706 108,62398.1平成２４年度

82.7平成２６年度 77,451 97.8 105,127

72,244

平成２２年度

101,331平成２７年度 79.7

78.5平成２８年度 91.2

118,595

99,712

69,603

85.5

101.2

87.5111,138103.4

85.6108,793

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入院・外来　年間延患者数の推移　　　　　　　　　　　　　

平成１９年度を
１００とした指数

97.3

93.1

平成１９年度 126,995

77,125

100.0

93.3

91.6

入院年間延患者数（人）

100.0

平成１９年度を
１００とした指数

外来年間延患者数（人）

79,191

96.0 111,321

平成２０年度

116,339

区         分

平成２９年度 70,664 89.2 97,906 77.0

87.6平成２５年度 76,063

 

 

最近５年間の各診療科別患者数は７７ページの別表（１）のとおりである。 

前年度と比べると、入院患者では、外科１，０７６人（１０．３％）等が増

加し、内科３，２６３人（８．１％）、整形外科９５８人（５．９％）、泌尿器

科９６３人（５３．２％）等が減少し、全体として４，６７０人（６．６％）

の減少となっている。 

一方、外来患者では、内科７９２人（１．９％）、眼科５０２人（１０．７％）

等が増加し、整形外科２，２０２人（１０．９％）、小児科４４３人（１４．３％）、

産婦人科２３１人（１０．０％）、皮膚科４２９人（７．２％）泌尿器科５６４
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人（７．５％）等が減少し、全体として３，６６２人（３．７％）の減少とな

っている。
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２ 予算の執行状況 

 

 予算額に対する収益的収支及び資本的収支の決算状況は次のとおりである。 

 

（１）収益的収入の状況 

 

決算額は４，２６０，６０９，５３８円（うち仮受消費税及び地方消費税１

０，０９２，６３２円）で、予算額４，２８９，１０７，０００円に対して、

２８，４９７，４６２円下回っており、収入率は９９．３％となっている。 

 なお、前年度決算額４，３９４，７９８，３６０円に対しては、１３４，１

８８，８２２円（３．０％）の減少となっている。 

 

区 分 予 算 額 決 算 額 収 入 率

(8,818,574)

3,742,293,000 3,711,076,220 △ 31,216,780 99.1

(1,274,058)

544,868,000 547,671,604 2,803,604 100.5

1,946,000 1,861,714 △ 84,286 95.6

(10,092,632)

4,289,107,000 4,260,609,538 △ 28,497,462 99.3

(10,963,799)

4,421,840,000 4,394,798,360 △ 27,041,640 99.3

（　　）うち、仮受消費税及び地方消費税

収 益 的 収 入 計

前 年 度
収 益 的 収 入 計

医 業 収 益

医 業 外 収 益

予算額に対する
増 減 （ △ 減 ）

特　   別   　利   　益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　益　　的　　収　　入　　　　　　（単位：円、％）
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（２）収益的支出の状況 

 

 決算額は４，３８２，４３２，６５４円（うち仮払消費税及び地方消費税５

２，０６０，０８０円）で、予算額４，４１１，２３７，０００円に対して、

不用額２８，８０４，３４６円となり、執行率は９９．３％となっている。 

 なお、前年度決算額４，４１５，５１８，１１３円に対しては、３３，０８

５，４５９円（０．７％）の減少となっている。 

 

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率

(51,500,967)

4,248,726,000 4,223,137,986 25,588,014 99.3

(34,453)

154,248,000 152,211,758 2,036,242 98.6

(524,660)

8,263,000 7,082,910 1,180,090 85.7

(52,060,080)

4,411,237,000 4,382,432,654 28,804,346 99.3

(52,367,018)

4,441,107,000 4,415,518,113 25,588,887 99.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　益　　的　　支　　出　　　　 　　（単位：円、％）

医 業 費 用

医 業 外 費 用

特 別 損 失

収 益 的 支 出 計

前 年 度
収 益 的 支 出 計

（　　）うち、仮払消費税及び地方消費税
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（３）資本的収入の状況 

 

 決算額は３００，９９３，０００円で、予算額３０２，１９４，０００円に

対して、収入率は９９．６％となっている。 

 なお、前年度決算額３０６，９９８，０００円に対しては、６，００５，０

００円（１．９％）の減少となっている。 

 

区 分 予 算 額 決 算 額 収 入 率

企 業 債 116,600,000 115,400,000 △ 1,200,000 98.9

負 担 金 185,193,000 185,193,000 0 100.0

投 資 返 還 金 1,000 0 △ 1,000 -

寄 附 金 400,000 400,000 0 100.0

資 本 的 収 入 計 302,194,000 300,993,000 △ 1,201,000 99.6

前年度資本的収入計 307,001,000 306,998,000 △ 3,000 99.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資　　本　　的　　収　　入　　　　　　　　（単位：円、％）

予算額に対する
増 減 （ △ 減 ）
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（4）資本的支出の状況 

  

決算額は４１９，３９４，５８７円（うち仮払消費税及び地方消費税９，５

７１，４０８円）で、予算額４３０，０６６，０００円に対して、不用額１０，

６７１，４１３円となり、執行率は９７．５％となっている。 

なお、前年度決算額４４３，９５２，０５２円に対しては、２４，５５７，

４６５円（５．５％）の減少となっている。 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資　　本　　的　　支　　出　　　　　　　　（単位：円、％）

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率

(9,571,408)

135,082,000 129,214,008 5,867,992 95.6

企 業 債 償 還 金 287,181,000 287,180,579 421 99.9

投 資 7,800,000 3,000,000 4,800,000 38.4

返 還 金 3,000 0 3,000 -

(9,571,408)

430,066,000 419,394,587 10,671,413 97.5

(9,555,538)

448,827,000 443,952,052 4,874,948 98.9

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出 計

前 年 度
資 本 的 支 出 計

（　　）うち、仮払消費税及び地方消費税
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（5）資本的収入額が資本的支出額に不足する額の補てん財源等 

 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１１８，４０１，５８７円は、

一時借入金で措置されている。 
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（6）予算限度額に対する執行状況 

 

債務負担行為、企業債、一時借入金、たな卸資産購入限度額がそれぞれ予算

で定められており、下記のとおり執行されている。 

 

債務負担行為内容 限度額
平成30年度までの

支出済額
余裕額

看護部職員用白衣賃借 22,968,000 11,436,768 11,531,232

給食業務委託 175,376,000 114,649,040 60,726,960

複合機使用料 6,255,000 4,453,354 1,801,646

複合機使用料 6,937,000 0 6,937,000

学資貸与金 12,000,000 10,200,000 1,800,000

学資貸与金 12,000,000 2,400,000 9,600,000

学資貸与金 12,000,000 600,000 11,400,000

学資貸与金 12,000,000 0 12,000,000

学資貸与金 12,000,000 0 12,000,000

院内清掃業務委託 101,156,000 99,921,600 1,234,400

清掃・洗濯業務委託 114,397,000 0 114,397,000

警備業務委託 37,786,000 37,324,800 461,200

警備業務委託 42,673,000 0 42,673,000

プロパンガス購入費 1,967,000 1,966,957 43

プロパンガス購入費 2,267,000 0 2,267,000

廃棄物処理業務委託 29,231,000 29,131,920 99,080

廃棄物処理業務委託 29,501,000 0 29,501,000

消防用設備等点検業務委託 1,892,000 1,404,000 488,000

消防用設備等点検業務委託 1,909,000 0 1,909,000

浄化槽保守点検清掃業務委託 31,874,000 10,526,760 21,347,240

冷温水発生機・冷却塔保守整備業務委託 3,726,000 2,754,000 972,000

冷温水発生機・冷却塔保守整備業務委託 3,761,000 0 3,761,000

医療ガス等購入費 13,792,000 13,067,512 724,488

医療ガス等購入費 13,437,000 0 13,437,000

白衣等クリーニング業務委託 1,244,000 1,190,167 53,833

白衣等クリーニング業務委託 1,405,000 0 1,405,000

自家用電気工作物保安管理業務委託 4,691,000 1,548,720 3,142,280
三重大学東紀州地域医療学寄附研究部門か
らの医師派遣等に係る経費 19,180,000 0 19,180,000

自動火災報知設備整備事業 18,370,000 0 18,370,000

区     分 限度額 執行額 余裕額

企  業  債 119,400,000 118,200,000 1,200,000

一  時  借  入  金 600,000,000 510,000,000 90,000,000

(73,625,020)

996,115,000 995,686,050 428,950

（単位：円）

た  な  卸  資  産  購  入

（　　）うち消費税

（単位：円）
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 また、議会の議決を経なければ流用できない経費として、職員給与費及び交

際費を定めているが、次表のとおり、いずれも適正に執行されている。 

 

 

区     分 予算額 執行額 不用額

(1,018,312)

2,338,586,000 2,326,496,872 12,089,128

(55,396)

800,000 797,980 2,020

（　　）うち消費税、職員給与費については、通勤手当に対するものである。

交  際  費

職  員  給  与  費

（単位：円）

※　職員給与費は報酬、給料、手当、法定福利費、退職給付費、賞与引当金繰入額、法
定福利費引当金繰入額、賃金である。  
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３ 経営成績 

 

当年度の総収益に対する総費用は次表のとおりで、総収益は４，２５０，５

７７，３９６円、総費用は４，３７５，１０１，３４２円となっており、差引

き１２４，５２３，９４６円の純損失が発生している。 

　（単位：円）

差 引 収 支 額 

医 業 収 益 3,702,257,646 医 業 費 用 4,171,637,019 △ 469,379,373

医 業 外 収 益 546,458,036 医 業 外 費 用 196,906,073 349,551,963

特 別 利 益 1,861,714 特 別 損 失 6,558,250 △ 4,696,536

合 計 4,250,577,396 合 計 4,375,101,342 △ 124,523,946

総　　　　　　収　　　　　　益 総　　　　　　費　　　　　　用

総　収　益　・　総　費　用　対　照　表

 

 

総収益は４，２５０，５７７，３９６円となり、次表の収益比較表に示すと

おり、前年度と比べ、１３３，２５７，１６５円（３．０％）減少している。 

 

ア 医業収益は３，７０２，２５７，６４６円で、前年度と比べ、１０１，１

７３，７４１円（２．６％）減少している。これは次ページの収益比較表に

示すとおり、入院収益が２，１０５，８１９，６１６円で、前年度と比べ、

２０，４８９，５９８円（０．９％）、外来収益が１，４８１，３９１，８２

１円で、前年度と比べ、７１，３４９，０７８円（４．５％）、健診収益が３

２，９１５，６８０円で、前年度と比べ、１，３７７，９３６円（４．０％）、

その他医業収益が８２，１３０，５２９円で、前年度と比べ、７，９５７，

１２９円（８．８％）減少したことによるものである。 

 

イ 医業外収益は５４６，４５８，０３６円で、前年度と比べ、３３，８８６，

７７１円（５．８％）減少している。これは主に、他会計負担金が２１，５

９４，０００円（６．９％）、長期前受金戻入が９，９６１，０３０円（４．

７％）等が減少したことによるものである。 

 

ウ 特別利益は１，８６１，７１４円で、前年度と比べ、１，８０３，３４７

円（３０８９．６％）増加している。これは、災害による施設被害に対して

の保険金がその他特別利益として１，７５５，０００円（皆増）等が増加し

たことによるものである。 

 

また、医業収益の各科別診療報酬額（入院、外来の合計）は、３，５８７，

２１１，４３７円となっており、前年度と比べ、９１，８３８，６７６円（２．

４％）減少している。 

 

前年度と比べ増収となっている診療科は、内科２４，１００，３６６円（１．

２％）、外科２２，１８７，１０４円（４．０％）、眼科１４，６５９，８１４
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円（１６．７％）、精神科４６，６８０円（１．９％）、放射線科９４，４５５

円（１２４．３％）である。 

一方、減収となっている診療科は、神経内科１，５４５，５００円（１２．

８％）、呼吸器外科１７，１８６，０４６円（皆減）、脳神経外科２，８７２，

０９２円（１８．４％）、整形外科５５，９５６，９２６円（７．９％）、小児

科２，１１１，６２５円（８．５％）、産婦人科１０，９３８，８３７円（１９．

２％）、耳鼻咽喉科４３，３３８円（０．４％）、皮膚科２，４５８，９４８円

（９．１％）、泌尿器科５９，８１３，７８３円（２４．８％）である。 

 

当年度の総収益を科目別に前年度と比較すると、次表のとおりである。 

 

平 成 ３ ０ 年 度 構成比 平 成 ２ ９ 年 度 構成比

3,702,257,646 87.1 3,803,431,387 86.8 △ 101,173,741 △ 2.6

入 院 収 益 2,105,819,616 49.5 2,126,309,214 48.5 △ 20,489,598 △ 0.9

外 来 収 益 1,481,391,821 34.9 1,552,740,899 35.4 △ 71,349,078 △ 4.5

健 診 収 益 32,915,680 0.8 34,293,616 0.8 △ 1,377,936 △ 4.0

その他医業収益 82,130,529 1.9 90,087,658 2.1 △ 7,957,129 △ 8.8

546,458,036 12.9 580,344,807 13.2 △ 33,886,771 △ 5.8

他 会 計 負 担 金 289,807,000 6.8 311,401,000 7.1 △ 21,594,000 △ 6.9

他 会 計 補 助 金 33,320,000 0.8 33,320,000 0.8 0 －

国 県 補 助 金 1,715,000 0.0 1,828,000 0.1 △ 113,000 △ 6.1

そ の 他 補 助 金 1,008,594 0.0 1,719,007 0.0 △ 710,413 △ 41.3

寄 附 金 0 － 30,000 0.0 △ 30,000 皆減

患者外給食収益 1,016,844 0.0 972,903 0.0 43,941 4.5

長 期 前 受 金 戻 入 197,731,167 4.7 207,692,197 4.7 △ 9,961,030 △ 4.7

その他医業外収益 21,859,431 0.5 23,381,700 0.5 △ 1,522,269 △ 6.5

1,861,714 0.1 58,367 0.0 1,803,347 3,089.6

過年度損益修正益 106,714 0.0 58,367 0.0 48,347 82.8

そ の 他 特 別 利 益 1,755,000 0.1 0 - 1,755,000 皆増

4,250,577,396 100.0 4,383,834,561 100.0 △ 133,257,165 △ 3.0

増 減 率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　益　　　比　　　較　　　表　　　　　　　　　　（単位：円、％）

科 目 比較増減（△減）

医 業 収 益

医 業 外 収 益

特 別 利 益

合 計

  

 

 

 

 

 



 ５５

最近の総収益及び医業収益決算額は次表のとおりである。 

総 収 益 （ 円 ）
平 成 １ ９ 年 度 を
１ ０ ０ と し た 指 数

総 収 益 の う ち
医 業 収 益 （ 円 ）

平 成 １ ９ 年 度 を
１ ０ ０ と し た 指 数

4,137,425,868 100.0 3,946,871,318 100.0

4,006,289,232 96.8 3,848,805,162 97.5

4,022,993,342 97.2 3,794,577,210 96.1

4,098,727,554 99.0 3,952,705,428 100.1

4,377,637,230 105.8 4,248,716,754 107.6

4,307,845,852 104.1 4,063,193,198 102.9

4,275,678,615 103.3 4,031,878,199 102.1

4,394,483,480 106.2 3,983,780,441 100.9

4,404,339,048 106.4 3,968,828,633 100.5

4,496,163,542 108.6 3,934,311,367 99.6

4,383,834,561 105.9 3,803,431,387 96.3

4,250,577,396 102.7 3,702,257,646 93.8平 成 ３ ０ 年 度

平 成 ２ ３ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平 成 ２ ２ 年 度

総　収　益　及　び　医　業　収　益　の　推　移

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

区　　　　　　　分

平 成 ２ ８ 年 度

平 成 ２ ５ 年 度

平 成 ２ ４ 年 度

平 成 ２ ６ 年 度

平 成 ２ ７ 年 度

平 成 ２ ９ 年 度

 

最近５年間における医業収益及び患者１人当り単価の推移は次表のとおりで

ある。 

 

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 平 成 26 年 度

入 院 収 益 円 2,105,819,616 2,126,309,214 2,175,354,487 2,161,660,827 2,252,415,384

入院年間延患者数 人 65,994 70,664 72,244 69,603 77,451

患者１人当り単価 円 31,909 30,090 30,111 31,057 29,081

外 来 収 益 円 1,481,391,821 1,552,740,899 1,633,489,618 1,688,087,042 1,603,762,758

外来年間延患者数 人 94,244 97,906 99,712 101,331 105,127

患者１人当り単価 円 15,718 15,859 16,382 16,659 15,255

入院外来収益計 円 3,587,211,437 3,679,050,113 3,808,844,105 3,849,747,869 3,856,178,142

健 診 収 益 円 32,915,680 34,293,616 35,946,708 34,588,625 35,009,293

そ の 他 医 業 収 益 円 82,130,529 90,087,658 89,520,554 84,492,139 92,593,006

医 業 収 益 計 円 3,702,257,646 3,803,431,387 3,934,311,367 3,968,828,633 3,983,780,441

入 院 外 来 年 間
延 患 者 数 人 160,238 168,570 171,956 170,934 182,578

患者１人当り単価 円 23,104 22,562 22,879 23,218 21,819

医業収益及び患者１人当り単価の推移

区　　　　　　　分
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総費用は４，３７５，１０１，３４２円となり、次ページの費用比較表に示

すとおり、前年度と比べ、１１４，６８７，７５５円（２．５％）減少してい

る。 

 

ア 医業費用は前年度と比べ、１０４，８２７，７０２円（２．４％）減少し

ている。これは、減価償却費が１２，１８０，１９０円（５．６％）、研究研

修費が５１４，１６４円（６．０％）増加し、給与費払が６４，５３４，３

５２円（２．７％）、材料費が４１，１６３，７３７円（４．２％）、経費が

７，０３５，８４６円（１．０％）、資産減耗費が３，８０３，３９８円（４

７．７％）、長期前払消費税償却が９８４，７２３円（皆減）減少したことに

よるものである。 

 

イ 医業外費用は前年度と比べ、１６，２９７，７９１円（７．６％）減少し

ている。これは、支払利息が７，１５０，２４０円（９．９％）、雑損失が７，

２００，０００円（８５．７％）、雑支出１，９４７，５５１円（１．４％）

減少したことによるものである。 

 

ウ 特別損失は前年度と比べ、６，４３７，７３８円（５３４１．９％）増加

している。これは、災害による損失が６，５５８，２５０円（皆増）増加し、

過年度損益修正損が１２０，５１２円（皆減）減少したことによるものであ

る。 
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当年度の総費用を科目別に前年度と比較すると、次表のとおりである。 

平成３０年度 構 成 比 平成２９年度 構 成 比

4,171,637,019 95.4 4,276,464,721 95.2 △ 104,827,702 △ 2.4

給 与 費 2,325,478,560 53.2 2,390,012,912 53.2 △ 64,534,352 △ 2.7

材 料 費 920,630,762 21.0 961,794,499 21.4 △ 41,163,737 △ 4.2

経 費 685,627,746 15.7 692,663,592 15.4 △ 7,035,846 △ 1.0

減 価 償 却 費 226,775,743 5.2 214,595,553 4.8 12,180,190 5.6

資 産 減 耗 費 4,154,045 0.1 7,957,443 0.2 △ 3,803,398 △ 47.7

研 究 研 修 費 8,970,163 0.2 8,455,999 0.2 514,164 6.0

長期前払消費税償却 0 - 984,723 0.0 △ 984,723 皆減

196,906,073 4.5 213,203,864 4.8 △ 16,297,791 △ 7.6

支 払 利 息 64,481,407 1.5 71,631,647 1.6 △ 7,150,240 △ 9.9

患者外寝具委託料 430,700 0.0 430,700 0.0 0 －

雑 損 失 1,200,000 0.0 8,400,000 0.2 △ 7,200,000 △ 85.7

雑 支 出 130,793,966 3.0 132,741,517 3.0 △ 1,947,551 △ 1.4

特　 別 　損 　失 6,558,250 0.1 120,512 0.0 6,437,738 5,341.9

過年度損益修正損 0 - 120,512 0.0 △ 120,512 皆減

災 害 に よ る 損 失 6,558,250 0.1 0 - 6,558,250 皆増

そ の 他 特 別 損 失 0 - 0 - 0 -

4,375,101,342 100.0 4,489,789,097 100.0 △ 114,687,755 △ 2.5

医 業 費 用

医 業 外 費 用

合　　　　　　　　計

（単位：円、％）費　　　　用　　　　比　　　　較　　　　表

比較増減（△減）科　　　　　　　　目 増 減 率
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当年度の総費用を経費別に前年度と比較すると、次表のとおりである。 

平 成 30 年 度 構 成 比 平成２９年度 構 成 比

2,192,684,254 50.1 2,260,665,035 50.4 △ 67,980,781 △ 3.0

112,618,927 2.6 109,025,250 2.4 3,593,677 3.2

20,175,379 0.5 20,322,627 0.4 △ 147,248 △ 0.7

2,325,478,560 53.2 2,390,012,912 53.2 △ 64,534,352 △ 2.7

555,482,774 12.7 585,484,220 13.0 △ 30,001,446 △ 5.1

355,665,003 8.1 368,135,569 8.2 △ 12,470,566 △ 3.3

7,975,840 0.2 7,982,710 0.2 △ 6,870 △ 0.0

1,507,145 0.0 192,000 0.0 1,315,145 684.9

920,630,762 21.0 961,794,499 21.4 △ 41,163,737 △ 4.2

21,782,922 0.5 22,574,160 0.5 △ 791,238 △ 3.5

78,645,914 1.8 75,159,237 1.7 3,486,677 4.6

41,644,022 1.0 38,064,802 0.8 3,579,220 9.4

44,867,682 1.0 56,362,185 1.3 △ 11,494,503 △ 20.3

77,918,719 1.8 86,540,468 1.9 △ 8,621,749 △ 9.9

8,207,298 0.2 7,887,546 0.2 319,752 4.0

338,616,525 7.7 339,397,705 7.6 △ 781,180 △ 0.2

1,679,145 0.0 1,624,317 0.0 54,828 3.3

72,265,519 1.7 65,053,172 1.4 7,212,347 11.0

685,627,746 15.7 692,663,592 15.4 △ 7,035,846 △ 1.0

226,775,743 5.2 214,595,553 4.8 12,180,190 5.6

4,154,045 0.1 7,957,443 0.2 △ 3,803,398 △ 47.7

8,970,163 0.2 8,455,999 0.2 514,164 6.0

0 - 984,723 0.0 △ 984,723 皆減

4,171,637,019 95.4 4,276,464,721 95.2 △ 104,827,702 △ 2.4

64,481,407 1.5 71,631,647 1.6 △ 7,150,240 △ 9.9

130,793,966 3.0 132,741,517 3.0 △ 1,947,551 △ 1.4

1,630,700 0.0 8,830,700 0.2 △ 7,200,000 △ 81.5

196,906,073 4.5 213,203,864 4.8 △ 16,297,791 △ 7.6

0 - 120,512 0.0 △ 120,512 皆減

6,558,250 0.1 0 - 6,558,250 皆増

0 - 0 - 0 -

6,558,250 0.1 120,512 0.0 6,437,738 5341.9

4,375,101,342 100.0 4,489,789,097 100.0 △ 114,687,755 △ 2.5

研 究 研 修 費

小 計

資 産 減 耗 費

そ の 他 経 費

材
料
費

賃 借 料

小 計

給
与
費

薬 品 費

賞与引当金繰入額

小 計

給 料 等

　　　　　　　　　　　　　　　経　　　　費　　　　別　　　　比　　　　較　　　　表　　　　　　　（単位：円、％）

区　　　　　　　　分 増 減 率

診 療 材 料 費

法定福利費引当金繰入額

医 療 消 耗 備 品 費

臨 床 検 査 委 託 料

比較増減（△減）

給 食 材 料 費

消 耗 品 費

光 熱 水 費

医 業 外 費 用 計

長期前払消費税償却

医 業 費 用 計

支 払 利 息

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

合　　　　　　　　計

特 別 損 失 計

災 害 に よ る 損 失

そ の 他 医 業 外 費 用

経
　
　
　
　
費

燃 料 費

修 繕 費

減 価 償 却 費

貸倒引当金繰入額

委 託 料
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 経費別費用を前年度と比べると、医業費用のうち、給与費が６４，５３４，

３５２円（２．７％）減少し、材料費のうち、医療消耗備品費が１，３１５，

１４５円（６８４．９％）増加し、薬品費が３０，００１，４４６円（５．１％）、

診療材料費が１２，４７０，５６６円（３．３％）等が減少している。 

 また、経費においては、光熱水費が３，４８６，６７７円（４．６％）、燃料

費が３，５７９，２２０円（９．４％）、臨床検査委託料が３１９，７５２円（４．

０％）、貸倒引当金繰入額が５４，８２８円（３．３％）その他経費が７，２１

２，３４７円（１１．０％）増加し、消耗品費が７９１，２３８円（３．５％）、

修繕費が１１，４９４，５０３円（２０．３％）、賃借料が８，６２１，７４９

円（９．９％）、委託料が７８１，１８０円（０．２％）減少している。 

他の経費として、減価償却費が１２，１８０，１９０円（５．６％）、研究研

修費が５１４，１６４円（６．０％）増加し、資産減耗費が３，８０３，３９

８円（４７．７％）、長期前払消費税償却が９８４，７２３円（皆減）減少して

いる。 

なお、医業外費用については、５８ページの経費別比較表のとおりである。 

 

最近５年間における医業費用の推移は次表のとおりである。 

 

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 平 成 26 年 度

2,325,478,560 2,390,012,912 2,314,905,238 2,297,698,347 2,285,331,571

構 成 比 55.8 55.9 55.2 54.7 55.1

555,482,774 585,484,220 615,382,976 612,720,360 572,884,485

構 成 比 13.3 13.7 14.7 14.6 13.8

355,665,003 368,135,569 370,094,035 353,642,917 338,194,803

構 成 比 8.5 8.6 8.8 8.4 8.2

708,234,939 718,236,467 674,084,187 694,872,491 694,729,627

構 成 比 17.0 16.8 16.1 16.6 16.8

226,775,743 214,595,553 220,055,978 238,831,156 252,898,608

構 成 比 5.4 5.0 5.2 5.7 6.1

4,171,637,019 4,276,464,721 4,194,522,414 4,197,765,271 4,144,039,094

構 成 比 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

3,466 3,473 3,578 3,584 3,137

26,034 25,369 24,392 24,557 22,697

給 与 費

　（単位：円、％）医　　　業　　　費　　　用　　　の　　　推　　　移

医業費用の患者
１ 人 当 り 単 価

診 療 材 料 費

一 般 経 費

減 価 償 却 費

薬 品 費 の 患 者
１ 人 当 り 単 価

薬 品 費

医 業 費 用 合計

区           分
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参考までに、患者１人当りの医業収益と医業費用の関係は次表のとおりであ

る。 

23,104 22,562 22,879 23,218 21,819

26,034 25,369 24,392 24,557 22,697

△ 2,930 △ 2,807 △ 1,513 △ 1,339 △ 878差 引 額

平 成 29 年 度

１人当りの医業費用

区　　　　　　　分

１人当りの医業収益

平 成 30 年 度 平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 平 成 26 年 度

（単位：円）

 

 

当年度の患者１人当りの医業収益と医業費用を差引すると、患者が１人受診

することにより２，９３０円の損失が生じている。 

ただし、このデータは医業収益と医業費用との関係だけで記した単純データ

である。 
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４ 経営分析 

  

平成３０年度における企業の経営分析については、次のとおりである。 

 

（１）収益率 

 

項       目 算       式 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度

医　業　収　益

医　業　費　用

経　常　収　益

経　常　費　用

総　収　益

総　費　用
総 収 支 比 率 97.1 97.6 101.9

88.7 88.9 93.7

経 常 収 支 比率 97.2 97.6 101.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　益　　　　　　率　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

医 業 収 支 比率

 

 

ア 医業収支比率は、医業収益と医業費用との比較を示すもので、基本的な経

営活動の収支の均衡をみるものである。 

当年度は８８．７％で、前年度と比べ、０．２ポイント低下している。 

 

イ 経常収支比率は、医業収支だけでなく医業外収支を加えた収支均衡をみる

比率で、経常的な収益と費用の関連を示すものである。 

当年度は９７．２％で、前年度と比べ、０．４ポイント低下している。 

 

ウ 総収支比率は、収益と費用の相対的な関連を示すものである。 

当年度は９７．１％で、前年度と比べ、０．５ポイント低下している。 
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（２）損益分岐点 

 

損益分岐点は、事業収益と事業費用とのバランスを示すもので、採算点とい

うことであり、収益と費用が等しくなる売上高をいう。 

 

 

 

ア 総収益は４，２５０，５７７，３９６円で、当年度の損益分岐点４，４２

８，９１３，９３８円に対して、１７８，３３６，５４２円下回っている。 

 

イ 損益分岐点比率は、現在の収益に対し、分岐点がどのあたりにあるかを示

すもので、低率であれば経営成績が良好とされている。 

当年度は１０４．１％で、前年度と比べ、０．７ポイント上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区       分 平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度 比較増減（△減）

 損 益 分 岐 点　　 変　動　費

(円） 総　収　益

 損益分岐点比率　　

(％）

 損益到達額（未到額）　　

（円）

4,250,577,396 4,383,834,561 △ 133,257,165

△ 107,189,885

0.7

△ 26,067,280

損　益　分　岐　点　表

算       式

固  定  費

損 益 分 岐 点

総　収　益

4,428,913,938

104.1

総収益  －  損益分岐点

4,536,103,823
１－

103.4

△ 178,336,542 △ 152,269,262

 総  収  益  　(円）
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（３）施設効率等 

区       分 算       式 平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 平 成 28 年 度

病 床 利 用 率 年延入 院患 者数

（％） 年 延 病 床 数

１日平均入院患者数 年延入 院患 者数

（人） 入 院 診 療 日 数

１日平均外来患者数 年延外 来患 者数

（人） 外 来 診 療 日 数

年延入 院患 者数

職 員 １ 人 １ 日 当 り 年 延 医 師 数

入 院 患 者 数 年延入 院患 者数

（人） 年 延 看 護 師 数

年延外 来患 者数

職 員 １ 人 １ 日 当 り 年 延 医 師 数

外 来 患 者 数 年延外 来患 者数

（人） 年 延 看 護 師 数

180.8 193.6

386.2 401.2

14.1

1.1 1.2 1.2

2.3 2.5 2.5

197.9

410.3

12.9

26.7

施　　　設　　　効　　　率　　　等

70.9 75.9 77.6

12.9

29.327.5

 

 

ア 病床利用率は、年延病床数（病床数×入院診療日数）と年延入院患者数の

割合を示すもので、当年度の病床利用率は７０．９％で、前年度と比べ、５．

０ポイント低下している。 

 

イ 当年度の１日平均患者数を前年度と比べると、入院が１８０．８人で１２．

８人減少し、外来が３８６．２人で１５．０人減少している。 

 

ウ 職員１人１日当りの入院患者数は、医師については、医師１人につき患者

１２．９人で、前年度と同様であり、看護師については、看護師１人につき

患者１．１人で、前年度と比べ０．１人減少している。 

職員１人１日当りの外来患者数は、医師については、医師１人につき患者２

７．５人で、前年度と比べ、０．８人増加し、看護師については、看護師１人

につき患者２．３人で、前年度と比べ０．２人減少している。 
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企業債利息等の支払い状況 

 

最近の企業債利息等の支払い状況は次表のとおりである。 

（単位：円、％）

区 分 計 総費用に占める割合企 業 債 利 息 一時借入金利息 長期借入金利息

平 成 28 年 度

平 成 29 年 度

平 成 30 年 度 64,481,407

78,511,498

71,419,515

64,203,303

287,076

212,132

278,104

1.8

1.6

1.5

0

0

0

78,798,574

71,631,647

 

資金繰りの参考のため、次表に企業債の期末現在の平均利率を算出した。 

 

内訳

企　業　債

長期借入金

合　　　計 △ 0.12

2.78% △ 0.12

- -

件数 差　引平成２９年度平成３０年度利率

-

2.66%

-

2.66%

-

2.78%

0.01％～4.65％

0件

23件

23件

 

 

医業収益に対する各費用の推移 

  

医業収益に対する各費用の比率は次表のとおりである。 

15.3

医 業 収 益

医 業 収 益

平 成 ２ ８ 年 度

薬 品 費

職 員 給 与 費

医 業 収 益

5.5
減 価 償 却 費

企業債元利償還金
10.0 11.0

62.8

算       式 平 成 ２ ９ 年 度

医 業 収 益

（単位：％）

58.8

15.6

5.6

（注）　職員給与費は、報酬、給料、手当、法定福利費、退職給付費、賞与引当金
繰入額、法定福利費引当金繰入額及び賃金であり、その他特別損失を除く。

平成３０年度

62.8

15.0

6.1

9.4

 

 

当年度の医業収益に対する各費用について、前年度と比べると、職員給与費

は前年度と同様であり、減価償却費で０．５ポイント上昇し、薬品費で０．３

ポイント、企業債元利償還金で０．６ポイント低下している。 
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５ 財政状況 

 

平成３０年度末及び平成２９年度末の財政状況を示すと、別表（３）の比較

貸借対照表（７９ページ）のとおりである。 

 

区　　　　　　　　分 平 成 30 年 度 平 成 29 年 度

固 定 資 産 2,974,629,596 3,084,116,784 △ 109,487,188 △ 3.5

流 動 資 産 651,891,086 673,787,266 △ 21,896,180 △ 3.2

資 産 合 計 3,626,520,682 3,757,904,050 △ 131,383,368 △ 3.4

固 定 負 債 2,212,568,869 2,376,801,625 △ 164,232,756 △ 6.9

流 動 負 債 1,088,019,246 918,507,745 169,511,501 18.4

繰 延 収 益 252,485,307 275,150,474 △ 22,665,167 △ 8.2

負 債 合 計 3,553,073,422 3,570,459,844 △ 17,386,422 △ 0.4

資 本 金 200,856,095 200,856,095 0 －

剰 余 金 △ 127,408,835 △ 13,411,889 △ 113,996,946 △ 849.9

資 本 合 計 73,447,260 187,444,206 △ 113,996,946 △ 60.8

負債・資本合計 3,626,520,682 3,757,904,050 △ 131,383,368 △ 3.4

（単位：円、％）資 産 ・ 負 債 ・ 資 本 の 状 況

比較増減（△減） 増 減 率

 

 

資  産 

 

資産総額は、３，６２６，５２０，６８２円で、前年度と比べ、１３１，３

８３，３６８円（３．４％）の減少となっている。 

 

１ 固定資産 

固定資産は２，９７４，６２９，５９６円で、資産総額の８２．０％を占め、

前年度と比べ、１０９，４８７，１８８円（３．５％）減少している。 

 

（１）有形固定資産は２，９５７，２９９，７４６円で、前年度と比べ、１１

１，２８７，１８８円（３．６％）減少している。 

（２）無形固定資産は３，２７９，２００円で、前年度と同額である。 

（３）投資その他の資産は１４，０５０，６５０円で、前年度と比べ、１，８

００，０００円（１４．６％）増加している。これは、学資貸与金が１，８０

０，０００円（１４．７％）増加したことによるものである。 

 

２ 流動資産 

流動資産は６５１，８９１，０８６円で、前年度と比べ、２１，８９６，１

８０円（３．２％）減少している。これは、未収金が９，２４６，８１２円（１．
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５％）、貯蔵品が１，２１５，２９１円（３．２％）、前払金が１１８，６３０

円（皆増）増加し、現金・預金が３２，４７６，９１３円（７３．８％）減少

したことによるものである。 

なお、未収金のうち、医業未収金は、５９７，４０５，９５８円となってい

る。このうち過年度分未収金（個人分の医療費自己負担金）は２１，８２３，

０８１円で、前年度と比べ、２，３９９，３６９円（１２．３％）増加してい

る。 

未収金については、時間の経過とともに徴収が困難になるため、出来るだけ

早期に対応することが重要である。今後も、財源の確保と負担の公平性の観点

から、電話、文書、訪問等による督促や納付誓約書の徴取などを継続して行い、

未収金の回収及び新たな未収金の発生防止に努められたい。 

 

負  債 

 

負債総額は３，５５３，０７３，４２２円で、前年度と比べ、１７，３８６，

４２２円（０．４％）の減少となっている。 

 

１ 固定負債 

 固定負債は２，２１２，５６８，８６９円で、前年度と比べ、１６４，２３

２，７５６円（６．９％）減少している。これは、建設改良費等の財源に充て

るための企業債が１９５，０６６，６０８円（９．３％）減少し、その他の企

業債が２，８００，０００円（皆増）、退職給付引当金が２８，０３３，８５２

円（９．５％）増加したことによるものである。 

なお、平成２６年度の制度改正により、企業債は、１年以内に返済期限が到

来する債務は流動負債に、それ以外は固定負債に計上されている。 

また、平成２６年度の制度改正により計上が義務付けられた退職給付引当金

については、２６年度初日の要支給額を２６年度から１５年間で分割して計上

することとしており、決算書の注記においては７４，１３９，４１２円を引き

当てるとしているが、当年度期首において、７２，１００，０３８円を引き当

て、期末に、退職給付引当金から退職給付費へ４３，６４２，５３１円を振替

処理している。 

 

２ 流動負債 

 流動負債は１，０８８，０１９，２４６円で、前年度と比べ、１６９，５１

１，５０１円（１８．４％）増加している。これは主に、一時借入金が１１，

０００，０００円（３．１％）、企業債が２３，２８６，０２９円（８．１％）、

未払金が１３３，３２４，８１３円（１０１．７％）、引当金４，１００，５９

８円（３．１％）増加し、その他流動負債が２，１９９，９３９円（１０．４％）

減少したことによるものである。 

 なお、未払金のうち、医業未払金は２５７，２８４，１３７円となっている

が、このうち給与費が１１０，８３４，７６５円で、前年度と比べ、７５，７
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７６，１０８円（２１６．１％）、材料費が７１，９４２，１１９円で、前年度

と比べ、６１，１７１，１９３円（５６７．９％）増加している。 

また、賞与引当金及び法定福利費引当金については、平成３０年６月賞与を

支給する時に、平成２９年度の負担に属する支給対象期間相当分（平成２９年

１２月から平成３０年３月）を取り崩し、期末に、平成３１年６月賞与のうち、

平成３０年度の負担に属する支給対象期間相当分（平成３０年１２月から平成

３１年３月）を引き当てた。 

 

３ 繰延収益 

繰延収益は２５２，４８５，３０７円で、前年度と比べ、２２，６６５，１

６７円（８．２％）減少している。これは、長期前受金が２２，６６５，１６

７円（８．２％）減少したことによるものである。 

 

資  本 

  

資本総額は７３，４４７，２６０円で、前年度と比べ、１１３，９９６，９

４６円（６０．８％）減少している。 

 

１ 資本金 

 資本金は２００，８５６，０９５円で、前年度と同額である。 

 

２ 剰余金 

 剰余金は△１２７，４０８，８３５円で、前年度と比べ、１１３，９９６，

９４６円（８４９．９％）減少している。 

 

（１）資本剰余金は、前年度と比べ、１０，５２７，０００円（０．３％）増

加している。 

なお、この増加分については、用地取得のために、平成６年３月に借入れし

た病院建設企業債の償還元金に対する平成３０年度の一般会計からの繰入金で、

長期前受金ではなく、資本剰余金に計上されるべきものである。 

 

（２）欠損金は、前年度と比べて、１２４，５２３，９４６円（４．４％）増

加している。 
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６ 財政分析 

 

 企業の財政分析内容については、次のとおりである。 

 

（１）構成比率 

項       目 算       式 平成３０年度（％） 平成２９年度（％） 比較増減（△減）

固 定 資 産 ＋ 繰 延 資 産

資産合計（固定資産＋流動資産＋繰延資産）

流 動 資 産

資産合計（固定資産＋流動資産＋繰延資産）

固 定 負 債

総 資 本 （ 負 債 ・ 資 本 合 計 ）

流 動 負 債

総 資 本 （ 負 債 ・ 資 本 合 計 ）

自 己 資 本

総 資 本 （ 負 債 ・ 資 本 合 計 ）

流動負債構成比率 30.0

※自己資本とは（資本金＋剰余金＋繰延収益）である。

△ 3.4自己資本構成比率 8.9 12.3

17.9 －

△ 2.2

17.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　構　　　　成　　　　比　　　　率　　　　　　       　　　　 

固定資産構成比率 82.0

63.2

82.0 －

24.4 5.6

固定負債構成比率 61.0

流動資産構成比率

 

 

ア 固定資産構成比率及び流動資産構成比率は、それぞれ総資産に対する固定

資産や流動資産の占める割合を示すもので、固定資産構成比率が大きければ

資本が固定化の傾向にあり、流動資産構成比率が大きければ流動性は良好で

あるといえる。 

   

固定資産構成比率は８２．０％で、前年度と同様である。流動資産構成比率

は１７．９％で、前年度と同様である。 

 

イ 固定負債構成比率、流動負債構成比率及び自己資本構成比率は、それぞれ

総資本に対する固定負債、流動負債及び自己資本の占める割合で、自己資本

構成比率が大きいほど経営の安定性があるといえ、健全性を示すバロメータ

ーともいえる。 

   

固定負債構成比率は６１．０％で、前年度と比べ、２．２ポイント低下して

いる。また、流動負債構成比率は３０．０％で、前年度と比べ、５．６ポイン

ト上昇している。自己資本構成比率は８．９％で、前年度と比べ、３．４ポイ

ント低下している。 
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（２）財務比率 

項       目 算       式 平成３０年度（％） 平成２９年度（％） 比較増減（△減）

固 定 資 産

自 己 資 本

流 動 資 産

流 動 負 債

現 金 預 金 ＋ 未 収 金

流 動 負 債

現 金 預 金

流 動 負 債

※自己資本とは（資本金＋剰余金＋繰延収益）である。

　　　　　　　　　　　　　　　　財　　　　務　　　　比　　　　率　　　　　　　　　　　　

流動比率 59.9 73.3 △ 13.4

固定比率 912.6 666.6 246.0

現金預金比率 1.0 4.7 △ 3.7

酸性試験比率 56.3 69.2 △ 12.9

 

 

ア 固定比率は、企業の安全度を測定するもので、固定資産が自己資本によ

って賄われている程度を示し、自己資本の範囲内で固定資産が調達をされ

るのが理想であり、１００％以下が望ましいとされている。 

当年度は９１２．６％で、前年度と比べ、２４６．０ポイント上昇して

いる。公営企業では、財源を企業債に依存する関係で高率である。 

 

イ 流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合、つまり企業としての支

払能力を表すもので、この比率が高いほど支払能力があり、一般的に経営

上２００％以上が望ましい。 

当年度は５９．９％で、前年度と比べ、１３．４ポイント低下している。 

 

ウ 酸性試験比率は、流動資産のうち当座資産、すなわち現金預金及び未収

金の流動負債に対する割合を示すもので、１００％以上が理想値とされて

おり、この比率が高いほどよい。 

当年度は５６．３％で、前年度と比べ、１２．９ポイント低下している。 

 

エ 現金預金比率は、流動負債に対する現金預金の割合を示すものである。 

当年度は１．０％で、前年度と比べ、３．７ポイント低下している。 
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（３）回転率 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回　　　　　　　転　　　　　　　率　　　　　　　　　　

項       目 算       式
平成３０年度

(回）
平成２９年度

(回）

医 業 収 益

平 均 総 資 本

医 業 収 益

平 均 自 己 資 本

医 業 収 益

平均固定資産－建設仮勘定

医 業 収 益

平 均 流 動 資 産

※総資本は、（負債＋資本）である。

※自己資本とは（資本金＋剰余金＋繰延収益）である。

自己資本回転率

※平均とは、（前期末＋当期末）÷２である。

流動資産回転率 5.5 5.2 0.3

固定資産回転率 1.2 1.2 －

比較増減（△減）

総資本回転率 1.0 0.9 0.1

9.3 7.2 2.1

 

 

ア 総資本回転率は、企業で使用している資本が１年間に何回転したかを示し、

比率が高いほど資本が効率的に運用されていることを測定するものである。       

当年度は１．０回で、前年度と比べ、０．１ポイント上昇している。 

 

イ 自己資本回転率は、企業の活動状態を示すもので、数値が大きいほど効率

的に利用されていることになる。 

当年度は９．３回で、前年度と比べ、２．１ポイント上昇している。 

 

ウ 固定資産回転率は、設備が有効に活用されているかどうかを判定するもの

である。 

当年度は１．２回で、前年度と同様である。 

 

エ 流動資産回転率は、流動資産に対する医業収益の割合を示すものである。 

当年度は５．５回で、前年度と比べ、０．３ポイント上昇している。 



 ７１

７ キャッシュ・フローの状況 

 

平成３０年度及び平成２９年度の尾鷲市病院事業会計キャッシュ・フローの状

況は次のとおりである。                      

（単位：円）

平成３０年度 平成２９年度 比較増減

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

      当年度純利益(△は損失） △ 124,523,946 △ 105,954,536 △ 18,569,410

　　　減価償却費 226,775,743 214,595,553 12,180,190

      貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,649,145 △ 29,212 1,678,357

　　  退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,033,852 130,929,979 △ 102,896,127

      賞与引当金の増減額（△は減少） 3,593,677 2,386,939 1,206,738

      法定福利費引当金の増減額（△は減少） 506,921 432,089 74,832

      長期前受金戻入額 △ 197,731,167 △ 207,692,197 9,961,030

      支払利息 64,481,407 71,631,647 △ 7,150,240

      固定資産除却費 4,154,045 7,957,443 △ 3,803,398

      未収金の増減額（△は増加） △ 12,014,957 62,626,434 △ 74,641,391

      未払金の増減額（△は減少） 134,458,813 1,457,215 133,001,598

      たな卸資産の増減額（△は増加） △ 1,215,291 15,457,388 △ 16,672,679

　　　前払金の増減額（△は増加） △ 118,630 20,237 △ 138,867

　　　その他流動負債の増減額（△は減少） △ 2,199,939 △ 1,041,055 △ 1,158,884

　　　長期前払消費税償却 0 984,723 △ 984,723

      その他現金の流出入を伴わない業務活動 1,200,000 8,413,130 △ 7,213,130

              小計 127,049,673 202,175,777 △ 75,126,104

　　　支払利息の支払額 △ 64,481,407 △ 71,631,647 7,150,240

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 62,568,266 130,544,130 △ 67,975,864

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得等による支出 △ 120,776,600 △ 117,446,230 △ 3,330,370

　　　投資その他資産の取得等による支出 △ 3,000,000 △ 5,410,360 2,410,360

　　　投資その他資産の売却等による収入 120,000 1,920,000 △ 1,800,000

      国庫補助金等による収入 999,000 0 999,000

      一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 185,193,000 188,599,000 △ 3,406,000

　　　寄附金等による収入 400,000 0 400,000

    投資活動によるキャッシュ・フロー 62,935,400 67,662,410 △ 4,727,010

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

      建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 115,400,000 115,600,000 △ 200,000

      建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 287,180,579 △ 309,541,924 22,361,345

　　　その他の企業債による収入 2,800,000 0 2,800,000

　　  一時借入れによる収入 1,953,000,000 1,270,000,000 683,000,000

　　　一時借入金の返済による支出 △ 1,942,000,000 △ 1,300,000,000 △ 642,000,000

    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 157,980,579 △ 223,941,924 65,961,345

４．資金増加額(又は減少額） △ 32,476,913 △ 25,735,384 △ 6,741,529

５．資金期首残高 43,982,551 69,717,935 △ 25,735,384

６．資金期末残高 11,505,638 43,982,551 △ 32,476,913
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 キャッシュ・フロー計算書は、一定期間における地方公営企業会計の現金及

び預金（キャッシュ）の増減（フロー）を示す財務諸表である。 

 

貸借対照表や損益計算書は、発生主義会計で作成されているため、それらに

記載された損益は直接「現金」とは結びつかない。キャッシュ・フロー計算書

は、事業活動でどれだけの資金を創出して、どのくらい投資に資金を使用し、

また、資金を調達して手元にいくら残っているという「資金の流れと残高」を

表し、経営活動の実態をより明らかにするものである。 

 

キャッシュ・フロー計算書は、資金の「入り」と「出」を、事業活動の性格

によって、「業務活動」「投資活動」「財務活動」の３種類に区分し、それぞれの

キャッシュの増減を表している。 

 

当年度のキャッシュ・フローの状況を見ると、業務活動で６２，５６８，２

６６円増加し、一般会計からの繰入金等の投資活動で６２，９３５，４００円

増加したが、企業債償還及び一時借入金返済等の財務活動で１５７，９８０，

５７９円減少した結果、３２，４７６，９１３円の資金減となり、資金期末残

高は、１１，５０５，６３８円となっている。 

 

１ 業務活動によるキャッシュ・フローは、通常の業務活動の実施に係る資金

の状態を表している。一般的には、プラスになっていることが原則で、これ

が多いほど事業活動が良好と言える。 

当年度の業務活動によるキャッシュ・フローはプラスになっている。 

本年度は純損失が１２４，５２３，９４６円発生し、現金の支出を伴わない

減価償却費２２６，７７５，７４３円や退職給付引当金２８，０３３，８５２

円、また、現金の収入を伴わない長期前受金戻入１９７，７３１，１６７円や、

未払金１３４，４５８，８１３円の増加、未収金１２，０１４，９５７円の増

加等により、６２，５６８，２６６円増加している。これは、前年度に比べて、

６７，９７５，８６４円の減少となっている。 

 

２ 投資活動によるキャッシュ・フローは、将来に向けた運営基盤の確立のた

めに行われる投資活動の状態、具体的には、建設投資や固定資産の売買に係

るキャッシュの増減を表している。大規模な資産売却を行った場合などはプ

ラスとなるが、建設投資を行っていれば、マイナスになるのが通常である。 

  当年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等の

ために１２０，７７６，６００円支出したが、一般会計から１８５，１９３，

０００円繰入したこと等により、６２，９３５，４００円増加している。こ

れは、前年度に比べて、４，７２７，０１０円の減少となっている。 

 

３ 財務活動によるキャッシュ・フローは、業務活動及び投資活動を行うため

の財務活動に係る資金の状態、具体的には、借り入れによる収入及び借入金

の返済に関するキャッシュの増減を表している。プラスの場合は、新たな借
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入れが返済額を上回っており、結果として借入金の残高が増加していること

になるため、基本的には少ない方がよいと言える。 

当年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、建設改良費等の財源に充て

るための企業債を１１５，４００，０００円発行し、１，９５３，０００，０

００円の一時借入れを行ったが、２８７，１８０，５７９円の企業債を償還し、

１，９４２，０００，０００円の一時借入金を返済した結果、１５７，９８０，

５７９円減少している。これは、前年度に比べて、６５，９６１，３４５円の

増加となっている。 

なお、前年度と同様に、運転資金不足を補うために、年度内に一時借入れと

返済を繰り返し行っており、厳しい資金繰りが続いている。 

 

以上より、業務活動のうち、医業収支からは十分な資金を得られず、業務活

動や投資活動の経費の財源は、主に一般会計からの繰入金や企業債、一時借入

金で賄われている状況である。 
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む  す  び 
 

 

 以上が、平成３０年度における尾鷲市病院事業会計の決算審査の概要である。 

 

 当年度の病院事業会計にかかる予算の執行、財産の管理など財務に関する事

務の執行は、概ね適正に処理されているものと認められる。 

 

 業務実績において、入院患者数は６５，９９４人（１日平均１８０．８人）

で、外来患者数は９４，２４４人（１日平均３８６．２人）となり、入院患者

数は前年度より４，６７０人（６．６％）、外来患者数は３，６６２人（３．７％）

減少している。病床利用率は７０．９％で、前年度と比べ５．０ポイント下回

っている。 

 

 診療科別入院患者数を前年度と比較すると、増加した診療科は、外科が１，

０７６人、眼科が５０人で、減少した診療科は、内科が３，２６３人、泌尿器

科が９６３人、整形外科が９５８人、呼吸器外科が３５３人、産婦人科が１５

０人、皮膚科が１０７人、小児科、耳鼻咽喉科がそれぞれ１人となっている。 

 

 一方、外来患者数が増加した診療科は、内科が７９２人、眼科が５０２人、

放射線科が４人、精神科が２人で、減少した診療科は、整形外科が２，２０２

人、泌尿器科が５６４人、呼吸器外科が４９７人、小児科が４４３人、皮膚科

が４２９人、脳神経外科が３０６人、産婦人科が２３１人、神経内科が１３１

人、外科が１０１人、耳鼻咽喉科が５８人となっている。 

 

 経営成績において、収益的収支を見ると、総収益は４２億５，０５７万円で、

前年度より１億３，３２５万円（３．０％）減少した。また、総費用も４３億

７，５１０万円で、前年度より１億１，４６８万円（２．５％）減少した。そ

の結果、１億２，４５２万円の純損失を計上した。また、当年度未処理欠損金

は、前年度より１億２，４５２万円増加して２９億３，１０２万円となった。 

 

 なお、医業収支比率は８８．７％で、前年度と比較すると０．２ポイント低

下している。流動比率は５９．９％で、前年度と比較すると１３．４ポイント

低下している。 
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 最後に、今後に期待する諸点については、次のとおりである。 

 

１ 当年度末の医師数は、前年度末より１名減少の１４名であるが、看護師数に

ついては２名増の１６２名となり、三重大学病院や伊勢赤十字病院及び紀北医

師会等の協力により３６５日２４時間の救急医療体制を維持している。 

また、へき地医療拠点病院、災害拠点病院としての役割も担うなど東紀州地

域の中核病院として、地域医療を担っているのが現状である。 

 過疎高齢化に伴う人口減少等により、医業収益の拡大が困難であるうえ、医

療機器等の更新・修繕など、多額の設備投資が今後も必要とされるなか、厳し

い経営状況が継続することが予想され、抜本的な経営改革の断行と、一層効率

的な事業運営が求められている。 

  そのようななか、平成３０年度からの新たな試みとして、薬品購入先の一元

化による経費削減や、本年度においては療養病棟から地域包括ケア病棟への転

換を実施し、さらには診療群分類包括評価（ＤＰＣ）制度の導入による増収を

計画するなど、様々な経営改革に取り組んでいる。 

 今後も、引き続き関係機関との連携を図りながら、医師、看護師、薬剤師の

確保に努められ、安全で質の高い医療サービスを維持しつつ、安定的・継続的

な医療の提供を図っていただきたい。 

 

２ 当年度の決算においては、１億２，４５２万円の純損失が発生し、当年度未

処理欠損金は２９億３，１０２万円となった。総収益、総費用ともに前年度よ

り減少した。そのうち、医業収益については、３７億２２５万円で、患者数の

減少等により、前年度より１億１１７万円（２．６％）減少し、医業費用につ

いても、４１億７，１６３万円で、前年度より１億４８２万円（２．４％）減

少した。そのため、医業収支はマイナス４億６，９３７万円となり、医業費用

を医業収益で賄えない状態となっていることから、早急に抜本的な医業収支の

改善を図られたい。 

 

３ 一時借入金は、本来、年度中途における収支時期のくいちがいによる短期的

な資金不足を補い、予算内の支出を行うためのものであるが、当年度において

も、前年度と同様に、運転資金不足を補うため、年度内に借入れと返済を繰り

返し行っているが、当年度末においては、前年度末より１，１００万円多い３

億６，１００万円となった。今後も更に、厳しい資金繰りが続くものと推測さ

れるが、事業実績や計画額等を十分精査・検討し、適切な資金繰りを実施され

たい。 
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別表（１）

入 院 36,972 △ 3,263 △ 8.1 40,235 40,776 43,299 49,672

外 来 41,999 792 1.9 41,207 40,361 41,272 42,540

計 78,971 △ 2,471 △ 3.0 81,442 81,137 84,571 92,212

入 院 0 0 － 0 0 0 0

外 来 2,131 △ 131 △ 5.7 2,262 2,123 2,336 2,442

計 2,131 △ 131 △ 5.7 2,262 2,123 2,336 2,442

入 院 11,479 1,076 10.3 10,403 8,785 7,070 10,651

外 来 5,778 △ 101 △ 1.7 5,879 5,729 6,367 7,347

計 17,257 975 5.9 16,282 14,514 13,437 17,998

入 院 0 △ 353 皆減 353 236 613 699

外 来 0 △ 497 皆減 497 579 720 808

計 0 △ 850 皆減 850 815 1,333 1,507

入 院 0 0 － 0 0 0 0

外 来 2,047 △ 306 △ 13.0 2,353 2,411 2,722 2,360
計 2,047 △ 306 △ 13.0 2,353 2,411 2,722 2,360

入 院 15,038 △ 958 △ 5.9 15,996 18,532 14,929 11,590

外 来 17,971 △ 2,202 △ 10.9 20,173 22,219 20,512 16,482

計 33,009 △ 3,160 △ 8.7 36,169 40,751 35,441 28,072

入 院 59 △ 1 △ 1.6 60 134 88 160

外 来 2,647 △ 443 △ 14.3 3,090 3,223 3,250 3,203

計 2,706 △ 444 △ 14.0 3,150 3,357 3,338 3,363

入 院 669 △ 150 △ 18.3 819 839 1,083 1,038

外 来 2,075 △ 231 △ 10.0 2,306 2,460 2,482 2,341

計 2,744 △ 381 △ 12.1 3,125 3,299 3,565 3,379

入 院 0 △ 1 皆減 1 0 0 0

外 来 1,500 △ 58 △ 3.7 1,558 1,752 1,935 1,773

計 1,500 △ 59 △ 3.7 1,559 1,752 1,935 1,773

入 院 790 50 6.7 740 774 833 1,371

外 来 5,189 502 10.7 4,687 4,317 4,283 9,795

計 5,979 552 10.1 5,427 5,091 5,116 11,166

入 院 0 0 － 0 0 0 0

外 来 454 2 0.4 452 416 425 450

計 454 2 0.4 452 416 425 450

入 院 142 △ 107 △ 42.9 249 229 64 0

外 来 5,515 △ 429 △ 7.2 5,944 6,412 6,774 6,957

計 5,657 △ 536 △ 8.6 6,193 6,641 6,838 6,957

入 院 845 △ 963 △ 53.2 1,808 1,939 1,624 2,270

外 来 6,906 △ 564 △ 7.5 7,470 7,679 7,940 8,286

計 7,751 △ 1,527 △ 16.4 9,278 9,618 9,564 10,556

入 院 0 0 － 0 0 0 0

外 来 32 4 14.2 28 31 313 343
計 32 4 14.2 28 31 313 343

入 院 65,994 △ 4,670 △ 6.6 70,664 72,244 69,603 77,451

外 来 94,244 △ 3,662 △ 3.7 97,906 99,712 101,331 105,127
計 160,238 △ 8,332 △ 4.9 168,570 171,956 170,934 182,578

合 計

眼 科

内 科

外 科

整 形 外 科

神 経 内 科

呼 吸 器 外 科

脳 神 経 外 科

小 児 科

産 婦 人 科

耳 鼻 咽 喉 科

最近５年間の各診療科患者数調

精 神 科

皮 膚 科

泌 尿 器 科

放 射 線 科

平成２６年度

（単位：人、％）

平成２７年度区              分 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度
前 年 度 対 比

増 減 数 増 減 率
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別表（２）

（単位：円）

医 業 未 収 金 597,405,958

う ち 当 年 度 分 575,582,877

う ち 過 年 度 分 21,823,081

過 年 度 分 内 訳

平 成 ２ ６ 年 度 以 前 13,347,756

平 成 ２ ７ 年 度 1,817,537

平 成 ２ ８ 年 度 2,286,727

平 成 ２ ９ 年 度 4,371,061

計 21,823,081

医 業 外 未 収 金 4,484,308

そ の 他 未 収 金 2,675,000

貸 倒 引 当 金 △ 3,273,462

合　　　　　　　　　計 601,291,804

医 業 未 払 金 257,284,137

医 業 外 未 払 金 3,280,242

そ の 他 未 払 金 3,785,540

合　　　　　　　　　計 264,349,919

薬 品 14,111,568

診 療 材 料 24,863,446

そ の 他 0

合　　　　　　　　　計 38,975,014

未収金・未払金・貯蔵品の内訳

未 収 金

未 払 金

貯 蔵 品
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平 成 30 年 度 構 成 比 平 成 29 年 度 構 成 比

1 2,974,629,596 82.0 3,084,116,784 82.0 △ 109,487,188 △ 3.5

有 形 固 定 資 産 2,957,299,746 81.5 3,068,586,934 81.6 △ 111,287,188 △ 3.6

イ 土 地 398,380,937 11.0 398,380,937 10.6 0 －

ロ 建 物 2,039,294,060 56.2 2,147,523,340 57.1 △ 108,229,280 △ 5.0

ハ 構 築 物 15,450,326 0.4 4,985,400 0.1 10,464,926 209.9

ニ 器 械 備 品 460,931,170 12.7 469,361,810 12.5 △ 8,430,640 △ 1.7

ホ 車 両 4,818,802 0.1 5,688,603 0.2 △ 869,801 △ 15.2

ヘ その他有形固定資産 37,624,451 1.1 42,646,844 1.1 △ 5,022,393 △ 11.7

ト 建 設 仮 勘 定 800,000 0.0 0 - 800,000 皆増

無 形 固 定 資 産 3,279,200 0.1 3,279,200 0.1 0 －

投 資 そ の 他 の 資 産 14,050,650 0.4 12,250,650 0.3 1,800,000 14.6

イ 学 資 貸 与 金 14,000,000 0.4 12,200,000 0.3 1,800,000 14.7

ロ そ の 他 の 投 資 50,650 0.0 50,650 0.0 0 -

ハ 長 期 前 払 消 費 税 0 - 0 - 0 -

2 651,891,086 18.0 673,787,266 18.0 △ 21,896,180 △ 3.2

現 金 ・ 預 金 11,505,638 0.3 43,982,551 1.2 △ 32,476,913 △ 73.8

未 収 金 601,291,804 16.6 592,044,992 15.8 9,246,812 1.5

貯 蔵 品 38,975,014 1.1 37,759,723 1.0 1,215,291 3.2

前 払 金 118,630 0.0 0 - 118,630 皆増

3,626,520,682 100.0 3,757,904,050 100.0 △ 131,383,368 △ 3.4資　　　産　　　合　　　計

別表（３）

比較貸借対照表

科　　　　目
資　　　　　　　　　　産　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　部

増 減 率比 較 増 減 （ △ 減 ）

固 定 資 産

（ １ ）

（ ４ ）

（ ３ ）

（ ２ ）

（ ３ ）

（ ２ ）

流 動 資 産

（ １ ）



 ８０

（単位：円、％）

平 成 30 年 度 構 成 比 平 成 29 年 度 構 成 比

1 2,212,568,869 61.0 2,376,801,625 63.3 △ 164,232,756 △ 6.9

企 業 債 1,892,189,460 52.2 2,084,456,068 55.5 △ 192,266,608 △ 9.2

イ
建設改良費等の財源に充て
る た め の 企 業 債 1,889,389,460 52.1 2,084,456,068 55.5 △ 195,066,608 △ 9.3

ロ そ の 他 の 企 業 債 2,800,000 0.1 0 - 2,800,000 皆増

引 当 金 320,379,409 8.8 292,345,557 7.8 28,033,852 9.5

イ 退 職 給 付 引 当 金 320,379,409 8.8 292,345,557 7.8 28,033,852 9.5

2 1,088,019,246 30.0 918,507,745 24.4 169,511,501 18.4

一 時 借 入 金 361,000,000 9.9 350,000,000 9.3 11,000,000 3.1

企 業 債 310,466,608 8.6 287,180,579 7.6 23,286,029 8.1

イ
建設改良費等の財源に充て
る た め の 企 業 債 310,466,608 8.6 287,180,579 7.6 23,286,029 8.1

未 払 金 264,349,919 7.3 131,025,106 3.5 133,324,813 101.7

引 当 金 133,448,475 3.7 129,347,877 3.4 4,100,598 3.1

イ 賞 与 引 当 金 112,618,927 3.1 109,025,250 2.9 3,593,677 3.2

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 20,829,548 0.6 20,322,627 0.5 506,921 2.4

そ の 他 流 動 負 債 18,754,244 0.5 20,954,183 0.6 △ 2,199,939 △ 10.4

3 繰 延 収 益 252,485,307 7.0 275,150,474 7.3 △ 22,665,167 △ 8.2

長 期 前 受 金 252,485,307 7.0 275,150,474 7.3 △ 22,665,167 △ 8.2

3,553,073,422 98.0 3,570,459,844 95.0 △ 17,386,422 △ 0.4

4 200,856,095 5.5 200,856,095 5.3 0 －

5 △ 127,408,835 △ 3.5 △ 13,411,889 △ 0.3 △ 113,996,946 △ 849.9

資 本 剰 余 金 2,803,615,245 77.3 2,793,088,245 74.4 10,527,000 0.3

イ 国 県 補 助 金 166,963,762 4.6 166,963,762 4.5 0 －

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 31,309,412 0.9 31,309,412 0.8 0 －

ハ 寄 附 金 18,276,650 0.5 18,276,650 0.5 0 －

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 2,587,065,421 71.3 2,576,538,421 68.6 10,527,000 0.4

欠 損 金 2,931,024,080 80.8 2,806,500,134 74.7 124,523,946 4.4

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,931,024,080 80.8 2,806,500,134 74.7 124,523,946 4.4

73,447,260 2.0 187,444,206 5.0 △ 113,996,946 △ 60.8

3,626,520,682 100.0 3,757,904,050 100.0 △ 131,383,368 △ 3.4

科　　　　　　　　　　　　目
負　　　　　　債　　・　　資　　　　　　本　　　　　　の　　　　　　部

増 減 率比 較 増 減 （ △ 減 ）

固 定 負 債

（ １ ）

（ ２ ）

（３）

流 動 負 債

剰 余 金

（１）

（４）

（１）

（２）

資 本 金

負　　　債　　　合　　　計

（５）

（１）

（２）

資　　　本　　　合　　　計

負　債 ・ 資　本　合　計
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平 成 30 年 度 構 成 比 平 成 29 年 度 構 成 比

1 4,171,637,019 95.4 4,276,464,721 95.2 △ 104,827,702 △ 2.4

給 与 費 2,325,478,560 53.2 2,390,012,912 53.2 △ 64,534,352 △ 2.7

材 料 費 920,630,762 21.0 961,794,499 21.4 △ 41,163,737 △ 4.2

経 費 685,627,746 15.7 692,663,592 15.4 △ 7,035,846 △ 1.0

減 価 償 却 費 226,775,743 5.2 214,595,553 4.8 12,180,190 5.6

資 産 減 耗 費 4,154,045 0.1 7,957,443 0.2 △ 3,803,398 △ 47.7

研 究 研 修 費 8,970,163 0.2 8,455,999 0.2 514,164 6.0

長 期 前 払 消 費 税 償 却 0 - 984,723 0.0 △ 984,723 皆減

2 196,906,073 4.5 213,203,864 4.8 △ 16,297,791 △ 7.6

支 払 利 息 64,481,407 1.5 71,631,647 1.6 △ 7,150,240 △ 9.9

患 者 外 寝 具 委 託 料 430,700 0.0 430,700 0.0 0 -

雑 損 失 1,200,000 0.0 8,400,000 0.2 △ 7,200,000 △ 85.7

雑 支 出 130,793,966 3.0 132,741,517 3.0 △ 1,947,551 △ 1.4

3 6,558,250 0.1 120,512 0.0 6,437,738 5341.9

過 年 度 損 益 修 正 損 0 - 120,512 0.0 △ 120,512 皆減

災 害 に よ る 損 失 6,558,250 0.1 0 - 6,558,250 皆増

そ の 他 特 別 損 失 0 - 0 - 0 -

4,375,101,342 100.0 4,489,789,097 100.0 △ 114,687,755 △ 2.5

0 - 0 - 0 -

4,375,101,342 - 4,489,789,097 - △ 114,687,755 △ 2.5

（ ６ ）

（ ７ ）

医 業 外 費 用

別表（４）

比較損益計算書

科　　　　　　　　　　　　目
費　　　　　　　　　　用　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　部

比 較 増 減 （ △ 減 ） 増 減 率

医 業 費 用

（ １ ）

（ ５ ）

（ ２ ）

（ ３ ）

（ ４ ）

当　　年　　度　　純　　利　　益

合　　　　　　　　　　　　計

（１）

（２）

（３）

小　　　　　　　　　　　　計

特 別 損 失

（ １ ）

（ ２ ）

（ ３ ）

（ ４ ）
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（単位：円、％）

平 成 30 年 度 構 成 比 平 成 29 年 度 構 成 比

1 3,702,257,646 87.1 3,803,431,387 86.8 △ 101,173,741 △ 2.6

（１） 入 院 収 益 2,105,819,616 49.5 2,126,309,214 48.5 △ 20,489,598 △ 0.9

（２） 外 来 収 益 1,481,391,821 34.9 1,552,740,899 35.4 △ 71,349,078 △ 4.5

（３） 健 診 収 益 32,915,680 0.8 34,293,616 0.8 △ 1,377,936 △ 4.0

（４） そ の 他 医 業 収 益 82,130,529 1.9 90,087,658 2.1 △ 7,957,129 △ 8.8

2 546,458,036 12.9 580,344,807 13.2 △ 33,886,771 △ 5.8

（１） 他 会 計 負 担 金 289,807,000 6.8 311,401,000 7.1 △ 21,594,000 △ 6.9

（２） 他 会 計 補 助 金 33,320,000 0.8 33,320,000 0.8 0 -

（３） 国 県 補 助 金 1,715,000 0.0 1,828,000 0.1 △ 113,000 △ 6.1

（４） そ の 他 補 助 金 1,008,594 0.0 1,719,007 0.0 △ 710,413 △ 41.3

（５） 寄 附 金 0 - 30,000 0.0 △ 30,000 皆減

（６） 患 者 外 給 食 収 益 1,016,844 0.0 972,903 0.0 43,941 4.5

（７） 長 期 前 受 金 戻 入 197,731,167 4.7 207,692,197 4.7 △ 9,961,030 △ 4.7

（８） そ の 他 医 業 外 収 益 21,859,431 0.5 23,381,700 0.5 △ 1,522,269 △ 6.5

3 1,861,714 0.1 58,367 0.0 1,803,347 3089.6

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 106,714 0.0 58,367 0.0 48,347 82.8

（２） そ の 他 特 別 利 益 1,755,000 0.1 0 - 1,755,000 皆増

4,250,577,396 100.0 4,383,834,561 100.0 △ 133,257,165 △ 3.0

124,523,946 - 105,954,536 - 18,569,410 17.5

4,375,101,342 - 4,489,789,097 - △ 114,687,755 △ 2.5

当 年 度 純 損 失

合　　　　　　　　　　　　計

特 別 利 益

小　　　　　　　　　　　　計

医 業 外 収 益

科　　　　　　　　　　　　目
収　　　　　　　　　　益　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　部

比 較 増 減 （ △ 減 ） 増 減 率

医 業 収 益
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減　価　償　却
累　　計　　額

面積又は数量 金　　　　額 面積又は数量 金　　　　額 面積又は数量 金　　　　額 面積又は数量 金　　　　額 金　　　　額 面 積 又 は 数 量 金　　　　額

10,700.16 398,380,937 0 0 0 0 10,700.16 398,380,937 0 10,700.16 398,380,937

20,490.45 6,057,583,658 0 0 0 0 20,490.45 6,057,583,658 4,018,289,598 20,490.45 2,039,294,060

- 45,167,749 - 10,560,000 - 0 - 55,727,749 40,277,423 - 15,450,326

- 2,181,522,607 - 108,282,600 - 62,082,900 - 2,227,722,307 1,766,791,137 - 460,931,170

（台） 50 21,786,062 0 0 0 0 50 21,786,062 16,967,260 50 4,818,802

- 335,535,442 - 0 - 0 - 335,535,442 297,910,991 - 37,624,451

- 0 0 800,000 0 0 - 800,000 0 - 800,000

- 9,039,976,455 - 119,642,600 - 62,082,900 - 9,097,536,155 6,140,236,409 - 2,957,299,746

年 度 末 現 在 高当 年 度 減 少 額

その他有形固定資産

合　　　　　　　　　計

車 両

建 設 仮 勘 定

土 地

建 物 ・ 附 属

構 築 物

器 械 備 品

備　　考

年 度 末 償 却 未 済 高

別表（５）

平成３０年度 有 形 固 定 資 産 取 得 除 却 減 価 償 却 明 細 書

（単位：㎡、円）

資 産 の 種 類

年 度 当 初 現 在 高 当 年 度 増 加 額

 


